
 
 

 

 

 

FP2級 

2022 年 5 月 

学科 

過去問解説 
  



       

 

☆☆☆解答に当たっての注意事項☆☆☆ 

 ・  試験問題については、特に指示のない限り、2021年10月1日現在施行

の法令等に基づいて解答してください。なお、東日本大震災の被災者

等に対する各種特例等については考慮しないものとします。 

 ・  次の各問について答えを1つ選び、その番号を解答用紙にマークしてく 

ださい。 

 

  



問題 1  

ファイナンシャル・プランナー(以下「FP」という)の顧客に対する行為に関する

次の記述のうち、関連法規に照らし、最も不適切なものはどれか。 

 

1.金融商品取引業の登録を受けていないFPのAさんは、投資一任契約に基

づき、顧客から株式投資に関する必要な権限を有償で委任され、当該顧客

の資金を預かって値上がりが期待できる株式の個別銘柄への投資を行っ

た。 

 

2.生命保険募集人の登録を受けていないFPのBさんは、ライフプランの相談

に来た顧客に対して、生命保険の一般的な商品内容や目的別の活用方法

を有償で説明した。 

 

3.税理士の登録を受けていないFPのCさんは、顧客から「直系尊属から教育

資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の非課税」について相談を受け、関

連法令の条文を示しながら、制度の概要を無償で説明した。 

 

4.弁護士の登録を受けていないFPのDさんは、顧客から配偶者居住権につ

いて相談を受け、関連法令の条文を示しながら、制度の概要を無償で説明

した。 

 

  



【答え】 
１．不適切 

金融商品取引業者として登録を受けていないFPは、投資助言・代理業・投

資運用業を行ってはいけない。 

また、有価証券などのポートフォリオのプランニングすることもできません。投

資判断の前提となる基礎資料となる景気動向や企業業績などを知らせるだ

けでは投資判断の助言とはなりません。 

 

 

2．適切 

生命保険募集人の登録をしていない者は、保険の募集や勧誘をしてはいけ

ません。ただし、ライフプランニングにおける一般的な商品内容や目的別の

活用方法は、有償であっても可能です。 

 

 

3．適切 

税理士資格を持たないFPは、具体的な税務相談や税務書類の作成を行っ

てはいけません。また、有償・無償にかかわらず税務相談を行うことができま

せんが、仮の事例や、一般的な税法の解説は行うことができます。 

 

 

4．適切 

弁護士資格を持たないFPは、法律問題のような具体的な法律判断や法律

事務を行ってはいけません。 

ただし、法律の一般的な説明をすることは可能です。 

 

 

したがって正解は、1 

 

  



問題 2  

ライフプランの作成の際に活用される下記<資料>の各種係数に関する次の

記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

 
 

 

1.元本100万円を10年間にわたり、年率2%で複利運用した場合の元利合計

額は、「100万円 ×1.2190」で求められる。 

 

2.年率2%で複利運用しながら10年後に100万円を得るために必要な毎年の

積立額は、「100 万円×0.0913」で求められる。 

 

3.10年間にわたり、年率2%で複利運用しながら、毎年100万円を受け取るた

めに必要な元本は、 「100万円×10.9497」で求められる。 

 

4.年率2%で複利運用しながら10年後に100万円を得るために必要な元本

は、「100万円× 0.8203」で求められる。 

 

  



【答え】 
１．適切 

終価係数 

現在の金額を複利で運用した場合の一定期間(n年)後の金額を求める 

10年後の運用結果=100万円×1.2190 

 

 

2．適切 

減債基金係数 

一定期間後に一定金額を用意するための毎年の積立額求める 

毎年の積立額=100万円×0.0913 

 

 

3．不適切 

年金現価係数 

一定期間にわたって複利運用し、毎年一定金額を受取るための現在必要な

元本を求める 

現在の元本=100万円×8.9826 

 

※本問の説明は、年金終価係数です。 

年金終価係数は、毎年一定額を積立てた場合の一定期間(n年)後の元利合

計を求める。 

 

 

4．適切 

現価係数  

一定利率の複利運用で、一定期間後に将来の目標金額に達するために必

要な元本を求める 

現在の元金=100万円×0.8203 

 

 

したがって正解は、3  



問題 3  

労働者災害補償保険(以下「労災保険」という)に関する次の記述のうち、最も

適切なものはどれか。 

 

1.労災保険の保険料を計算する際に用いる労災保険率は、常時使用する従

業員数に応じて定められている。 

 

2.労働者が業務上の負傷または疾病による療養のために労働することがで

きず、賃金の支給を受けられない場合、賃金の支給を受けられない日の1日

目から休業補償給付が支給される。 

 

3.労働者が業務上の負傷または疾病により、労災指定病院で療養補償給付

として受ける療養の給付については、労働者の一部負担金はない。 

 

4.労働者が業務上の負傷または疾病が治癒したときに一定の障害が残り、

その障害の程度が所定の障害等級に該当するときは、障害補償年金または

障害補償一時金のいずれかを選択して受給することができる。 

 

  



【答え】 
１．不適切 

労災保険料は、全額事業者負担ですが、労災保険料率は業種(54業種)によ

り異なります。 

よって、常時使用する従業員数ごとに定められているわけではありません。 

 

 

2．不適切 

休業補償給付は、業務上の事由または通勤による負傷や疾病による療養の

ため、労働することができず、賃金を受けていない場合、4日目から休業特別

支給金が支給されます。 

 

 

3．適切 

療養補償給付は自己負担無し、治療や薬剤の支給が受けられます。 

 

 

4．不適切 

障害補償給付は、病気やケガが治癒した時に障害が残った場合の補償とし

て給付されます。 

年金か一時金かは、障害等級によって決まるので、いずれかを自分で選択

して受給することはできません。 

 

 

したがって正解は、3 

 

  



問題 4  

雇用保険に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

1.雇用保険の保険料のうち、失業等給付・育児休業給付の保険料は、事業

主と労働者で折半して負担するのに対し、雇用保険二事業の保険料は、事

業主が全額を負担する。 

 

2.特定受給資格者等を除く一般の受給資格者に支給される基本手当の所

定給付日数は、算定基礎期間が20年以上の場合、150日である。 

 

3.育児休業給付金は、期間を定めずに雇用される一般被保険者が、原則と

して、その1歳に満たない子を養育するための休業をした場合において、そ

の休業開始日前1年間に賃金支払いの基礎日数が11日以上ある月(みなし

被保険者期間)が6ヵ月以上あるときに支給される。 

 

4.高年齢雇用継続基本給付金の額は、一支給対象月に支払われた賃金の

額が、みなし賃金日額に30を乗じて得た額の61%未満である場合、原則とし

て、当該支給対象月に支払われた賃金の額の15%相当額である。 

 

  



【答え】 
１．適切 

雇用保険料は、労使折半で負担しますが、雇用保険二事業に係る部分につ

いては、事業主が全額負担となります。 

 

※雇用保険二事業は、失業の予防、雇用機会の増大、労働者の能力開発

及び向上その他の労働者の福祉の増進を図ることで、具体的には雇用開発

事業と能力開発事業があります。 

 

2．適切 

一般受給資格者(自己都合退職や定年退職等)は、基本手当の給付日数

は、被保険者期間20年以上で最長150日です。 

 

3．不適切 

育児休業給付金は、育児のため休業し賃金が支払われない場合、要件を満

たすことで支給されます。 

育児休業開始日前の2年間に賃金支払基礎日数が11日以上ある月が12ヶ

月以上あることが支給要件です。 

 

4．適切 

高年齢雇用継続基本給付は、60歳から65歳までの賃金の低下を補う給付金

です。 

[受給要件] 

・60歳以上65歳未満の一般雇用被保険者 

・雇用継続を受けた後の賃金が以前の75%未満 

・雇用保険を5年以上払っていた期間がある人 

 

60歳到達時に賃金月額が61%未満である場合、支給対象月の賃金額15%が

支給されます。 

 

 

したがって正解は、3 

  



問題 5  

公的年金に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

1.国民年金の第1号被保険者は、日本国内に住所を有する20歳以上60歳未

満の自営業者や学生などのうち、日本国籍を有する者のみが該当する。 

 

2.老齢厚生年金の受給権者が老齢厚生年金の繰下げ支給の申出をする場

合、老齢基礎年金の繰下げ支給の申出を同時に行わなければならない。 

 

3.老齢厚生年金の額に加給年金額が加算されるためには、原則として、厚

生年金保険の被保険者期間が10年以上であり、かつ、その受給権者によっ

て生計を維持されている一定の要件を満たす配偶者または子がいる必要が

ある。 

 

4.産前産後休業を取得している厚生年金保険の被保険者の厚生年金保険

料は、所定の手続きにより、被保険者負担分と事業主負担分がいずれも免

除される。 

 

  



【答え】 
１．不適切 

国民年金の第1号被保険者は、原則、日本国内に住所を有する20歳以上60

歳未満の第2号・第3号被保険者以外の者です。 

日本国内に住所を有していれば、日本国籍がなくても、国民年金の被保険

者となります。 

 

 

2．不適切 

公的年金の繰下げは、老齢基礎年金と老齢厚生年金を別々に繰り下げるこ

とができます。 

繰上げの場合は、同時に行う必要があります。 

 

 

3．不適切 

加給年金は、厚生年金保険の被保険者期間が20年以上あり、65歳到達時

点(または定額部分支給開始年齢に到達した時点)で生計を維持している配

偶者または子がいる場合に、自身の年金に加算されます。 

 

 

4．適切 

産前産後休業・育児休業中の健康保険や厚生年金の保険料は、事業主が

手続きを行うことで、事業主・被保険者ともに免除されます。 

 

 

 

したがって正解は、4 

  



問題 6  

遺族厚生年金に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

1.厚生年金保険の被保険者が死亡したことにより支給される遺族厚生年金

の額は、死亡した者の厚生年金保険の被保険者期間が300月未満の場合、

300月とみなして計算する。 

 

2.遺族厚生年金の額(中高齢寡婦加算額および経過的寡婦加算額を除く)

は、原則として、死亡した者の厚生年金保険の被保険者記録を基に計算さ

れた老齢厚生年金の報酬比例部分の3分の2相当額である。 

 

3.厚生年金保険の被保険者である夫が死亡し、夫の死亡当時に子のいない

40歳以上65歳未満の妻が遺族厚生年金の受給権を取得した場合、妻が65

歳に達するまでの間、妻に支給される遺族厚生年金には中高齢寡婦加算額

が加算される。 

 

4.配偶者が死亡したことにより遺族厚生年金の受給権を取得した65歳以上

の受給権者について、その受給権者が受給することができる老齢厚生年金

の額が当該遺族厚生年金の額を上回る場合、当該遺族厚生年金の全部が

支給停止される。 

 

  



【答え】 
１．適切 

遺族厚生年金の支給額は、死亡した者の老齢厚生年金の報酬比例部分の

4分の3で、被保険者期間が300月に満たない場合は、300月とみなして年金

額が計算されます。 

 

 

2．不適切 

遺族厚生年金の支給額は、死亡した者の老齢厚生年金の報酬比例部分の

4分の3です。 

 

 

3．適切 

中高齢寡婦加算は、厚生年金の被保険者が亡くなった際に、その妻が40歳

以上65歳未満の間、遺族厚生年金に加算される形で支給されます。 

 

 

4．適切 

遺族厚生年金の受給権者が65歳になり、老齢厚生年金の受給資格を得て

併給となった場合、老齢厚生年金が優先して支給され、遺族厚生年金が老

齢厚生年金を上回った場合、差額のみが支給されます。 

老齢厚生年金額が遺族厚生年金額を上回った場合は、遺族厚生年金の全

額が支給停止になります。 

 

 

したがって正解は、2 

  



問題 7  

確定拠出年金に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

1.企業型年金において、加入者が掛金を拠出することができることを規約で

定める場合、加入者掛金の額は、その加入者に係る事業主掛金の額を超え

る額とすることができない。 

 

2.企業型年金を実施していない企業の従業員である個人型年金の加入者

は、原則として、その加入者に支払われる給与からの天引きにより、事業主

を経由して掛金を納付することができる。 

 

3.国民年金の第1号被保険者が、国民年金基金と併せて個人型年金に加入

した場合、毎月支払う掛金の拠出限度額は、国民年金基金の掛金との合計

で7万円である。 

 

4.老齢給付金を年金で受け取った場合、当該給付金は雑所得として所得税

の課税対象となり、雑所得の金額の計算上、公的年金等控除額を控除する

ことができる。 

 

  



【答え】 
１．適切 

確定拠出年金の企業型年金の加入者掛け金額は、事業主掛金と同額以

下、かつ、事業主掛金と合算して拠出限度額までに制限されています。 

 

 

2．適切 

確定拠出年金の個人型年金で、企業の従業員の場合は、給与から天引きさ

れ、事業主の口座から掛金が納付されます。 

 

 

3．不適切 

国民年金の第1号被保険者が確定拠出年金の個人型を利用する場合は、

国民年金基金と併せて、月額68,000円まで掛金を拠出できます。 

 

 

4．適切 

確定拠出年金の老齢給付の受取りの際に、一時金として受け取る場合は、

退職所得として所得税の課税対象となります。 

 

一方、年金として受け取る場合は、雑所得として所得税の課税対象になりま

す。 

 

 

 

したがって正解は、3. 

  



問題 8  

中小企業退職金共済、小規模企業共済および国民年金基金に関する次の

記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

1.小売業に属する事業を主たる事業として営む事業主は、常時使用する従

業員の数が100人以下である場合、原則として、中小企業退職金共済法に

規定される中小企業者に該当し、共済契約者になることができる。 

 

2.中小企業退職金共済の退職金は、被共済者が退職した日に年齢が60歳

以上であるなどの要件を満たした場合、被共済者の請求により、退職金の全

部または一部を分割払いにすることができる。 

 

3.小規模企業共済の掛金月額は、共済契約者1人につき、3万円が上限とな

っている。 

 

4.国民年金基金の給付には、老齢年金、障害年金、死亡一時金がある。 

 

  



【答え】 
１．不適切 

中小企業退職金共済に、加入できる企業は、業種により異なります。 

小売業の場合、常用従業員数は50人以下または、資本金・出資金は5千万

円以下です。 

 
(出典:中小企業退職金共済事業本部) 

 

 

2．適切 

中小企業退職金共済の退職金は、退職日に60歳以上である場合、退職金

が一定額以上などの要件を満たせば、全部または一部の分割払いを選択す

ることが可能です。 

 

 

3．不適切 

小規模企業共済の掛金は1,000円から7万円までの範囲内(500円単位)で事

由に選択できます。 

 

 

4．不適切 

国民年金基金の給付は、老齢年金と遺族一時金の2つです。 

 

個人型の確定拠出年金の給付は、老齢給付金、障害給付金、死亡一時金

があります。 

 

したがって正解は、2 

 

 

  



問題 9  

Aさんが、下記<資料>に基づき、住宅ローンの借換えを行った場合、借換え

後10年間の返済軽減額の計算式として、最も適切なものはどれか。なお、返

済は年1回であるものとし、計算に当たっては下記<係数>を使用すること。ま

た、記載のない条件については考慮しないものとする。 

 

 
 

 

 

  



【答え】 
元利均等返済における住宅ローン総返済額を求める場合は、資本回収係数

を用います。 

 

資本回収係数とは、現在の一定額を一定期間で取崩した場合の毎年の取

崩し受取額を求める係数です。 

 

[Aさんが現在返済中の住宅ローン] 

1,000万円×0.1172=117.2万円 

残存期間10年の総返済額=117.2万円×10年=1,172万円 

 

 

[Aさんが借換えを予定している住宅ローン] 

1,000万円×0.1113=111.3万円 

残存期間10年の総返済額=111.3万円×10年=1,113万円 

 

 

 

[まとめ] 

(1,000万円×0.1172×10年)- (1,000万円×0.1113×10年)=59万円 

 

 

したがって正解は、4 

 

  



問題 10  

決算書に基づく経営分析指標に関する次の記述のうち、最も適切なものは

どれか。 

1.損益分岐点比率は、実際の売上高に対する損益分岐点売上高の割合を

示したものであり、一般に、この数値が低い方が企業の収益性が高いと判断

される。 

 

2.自己資本比率は、総資本に対する自己資本の割合を示したものであり、一

般に、この数値が低い方が財務の健全性が高いと判断される。 

 

3.固定長期適合率は、自己資本に対する固定資産の割合を示したものであ

り、一般に、この数値が低い方が財務の健全性が高いと判断される。 

 

4.ROEは、自己資本に対する当期純利益の割合を示したものであり、一般

に、この数値が低い方が経営の効率性が高いと判断される。 

 

  



【答え】 
１．適切 

損益分岐点比率は、損益分岐点売上高÷売上高×100で求めます。 

この数値が低いほど、収益性が高いと判断されます。 

 

 

2．不適切 

自己資本比率は、自己資本÷総資本で求めます。 

この数値が高い方が、財務の健全性が高いと判断されます。 

 

 

3．不適切 

固定長期適合率は、固定資産÷(固定負債+自己資本)で求めます。 

この数値が低いほど、財務の健全性が高いと判断されます。 

 

 

4．不適切 

ROE(自己資本利益率)は、当期純利益÷自己資本で求めます。 

この数値が高いほど、経営の効率性が高いと判断されます。 

 

 

 

したがって正解は、1 

  



問題 11  

死亡保障を目的とする生命保険の一般的な商品性に関する次の記述のう

ち、最も不適切なものはどれか。なお、特約については考慮しないものとす

る。 

 

1.定期保険では、保険期間中に所定の支払事由が発生すると、死亡保険金

や高度障害保険金が支払われるが、保険期間満了時に満期保険金は支払

われない。 

 

2.終身保険では、保険料払込期間が有期払いの場合と終身払いの場合を

比較すると、他の契約条件が同一であれば、年払いの1回当たりの払込保険

料は終身払いの方が高い。 

 

3.特定(三大)疾病保障定期保険では、がん、急性心筋梗塞、脳卒中以外で

被保険者が死亡した場合も死亡保険金が支払われる。 

 

4.変額保険(終身型)では、契約時に定めた保険金額(基本保険金額)が保証

されており、運用実績にかかわらず、死亡保険金の額は基本保険金額を下

回らない。 

 

  



【答え】 
１．適切 

定期保険は、死亡保険金・高度障害保険金が支払われます。 

満期保険金はありません。 

 

 

2．不適切 

終身保険の保険料払込み方法は、有期払いと終身払いがあります。 

有期払いは、一定期間または、一定年齢で満了します。 

終身払いは、生存している限り保険料を支払い続けます。 

 

有期払いと終身払いを比較すると、1年間の保険料は有期払いの方が高くな

ります。 

 

 

3．適切 

特定三大疾病保障定期保険は、被保険者が、がん・急性心筋梗塞・脳卒中

に罹患し所定の状態になった場合に、保険金が支払われます。 

死亡・高度障害になった場合は、原因を問わず保険金が支払われます。 

 

 

4．適切 

変額保険は、株式や債券などの運用実績によって、保険金や解約返戻金が

変動する保険です。 

死亡保険金については、終身型・有期型いずれも運用実績に関わらず、基

本保険金額として最低保障されます。 

 

 

したがって正解は、2 

  



問題 12  

個人年金保険の一般的な商品性に関する次の記述のうち、最も適切なもの

はどれか。 

 

1.終身年金では、他の契約条件が同一の場合、保険料は被保険者が女性

であるよりも男性である方が高くなる。 

 

2.確定年金では、年金受取期間中に被保険者が死亡した場合、死亡保険

金受取人が既払込保険料相当額の死亡保険金を受け取ることができる。 

 

3.外貨建て個人年金保険は、契約時に円換算支払特約を付加することで、

為替変動があっても、円貨で受け取る年金受取総額が既払込保険料総額を

下回ることはない。 

 

4.変額個人年金保険は、特別勘定による運用実績によって、将来受け取る

年金額や解約返戻金額が変動する。 

 

  



【答え】 
１．不適切 

終身年金は、被保険者が生存している限り年金が支払われます。 

女性の方が、平均寿命が長く、保険会社が年金支払総額が増える確率が高

いため、男性よりも女性の方が保険料は高くなります。 

 

 

2．不適切 

確定年金は、被保険者が年金支払期間中に毎年の年金支払日に生存して

いる時に支払われます。 

年金受取期間中に被保険者が死亡した場合に、残りの期間に応じて年金ま

たは一時金が死亡保険金受取人に支払われます。 

 

既払込保険料に応じた死亡保険金が支払われるのは、年金受取開始前に

被保険者が死亡した場合です。 

 

 

3．不適切 

円換算支払特約は、外貨建て保険の保険金を円で受け取るための特約で

すので、為替リスクを回避することはできません。 

為替リスクを回避するには、為替ヘッジがある保険を選ぶ必要があります。 

 

 

4．適切 

変額個人年金は、払い込んだ保険料の運用実績により、将来受け取る年金

額や解約返戻金が変動(増減)します。 

 

 

したがって正解は、4 

 

  



問題 13  

2012年1月1日以後に締結した保険契約の保険料に係る生命保険料控除に

関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。なお、各選択肢におい

て、ほかに必要とされる要件等はすべて満たしているものとする。 

 

1.一般の生命保険料控除、個人年金保険料控除および介護医療保険料控

除の控除限度額は、所得税では各5万円である。 

 

2.生命保険契約に付加された傷害特約の保険料は、介護医療保険料控除

の対象となる。  

 

3.変額個人年金保険の保険料は、個人年金保険料控除の対象とはならず、

一般の生命保険料控除の対象となる。  

 

4.少額短期保険の保険料は、一般の生命保険料控除や介護医療保険料控

除の対象となる。 

 

  



【答え】 
１．不適切 

所得税の生命保険料控除は、一般生命保険料控除、介護医療保険料控除、

個人年金保険料控除が各４万円で、合計12万円が上限です。 

 

2．不適切 

傷害特約のような、身体の障害のみに基因して保険金が支払われるものに

かかる保険料は、介護医療保険料控除の対象外です。 

 

 

3．適切 

変額個人年金の保険料は、一般生命保険料控除の対象となります。 

 

 

4．不適切 

少額短期保険の保険料は、生命保険料控除の対象外です。 

 

 

 

したがって正解は、3 

 

 

  



問題 14  

契約者(=保険料負担者)を法人、被保険者を役員とする生命保険契約の経

理処理に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、いずれ

の保険契約も保険料は年払いかつ全期払いで、2021年10月に締結したもの

とする。 

 

1.死亡保険金受取人が法人で、最高解約返戻率が65%である定期保険(保

険期間20年、年払保険料120万円)の支払保険料は、保険期間の前半4割相

当期間においては、その40%相当額を資産に計上し、残額を損金の額に算

入することができる。 

 

2.死亡保険金受取人が法人である終身保険の支払保険料は、その全額を

資産に計上する。  

 

3.死亡保険金受取人および満期保険金受取人が法人である養老保険の支

払保険料は、その2分の1相当額を資産に計上し、残額を損金の額に算入す

ることができる。  

 

4.給付金受取人が法人である解約返戻金のない医療保険の支払保険料

は、その全額を損金の額に算入することができる。 

 

  



【答え】 
１．適切 

法人契約の定期保険の最高解約返戻率が、50%超70%以下である定期保険

料は、保険期間の前半4割相当期間においては、その40%相当額を資産計

上し、残りの60%を損金算入します。 

 
(出典：法人ほけんの窓口) 

2．適切 

死亡保険金受取人を、法人とする終身保険は、支払保険料の全額を資産計

上します。 

 

 

3．不適切 

死亡・満期保険金受取人を、法人とする養老保険は、支払保険料の全額を

資産計上します。 

 

  



4．適切 

全期払いで解約返戻金のない定期預金や医療保険は貯蓄性がないため、

支払保険料の全額を損金算入できます。 

 

 

したがって正解は、3 

 

  



問題 15  

損害保険による損害賠償等に関する次の記述のうち、最も不適切なものはど

れか。 

 

1.政府の自動車損害賠償保障事業による損害の塡補は、自動車損害賠償

責任保険と同様に、人身事故による損害が対象となり、物損事故による損害

は対象とならない。 

 

2.自動車保険の対人賠償保険では、被保険者が被保険自動車の運転中に

起こした事故が原因で、兄弟姉妹がケガをしたことにより法律上の損害賠償

責任を負った場合、補償の対象となる。 

 

3.失火の責任に関する法律によれば、失火により他人に損害を与えた場合、

その失火者に重大な過失がなかったときは、民法第709条(不法行為による

損害賠償)の規定が適用される。 

 

4.生産物賠償責任保険(PL保険)では、被保険者が製造した商品の欠陥が

原因で、商品を使用した者がケガをしたことにより法律上の損害賠償責任を

負った場合、補償の対象となる。 

 

  



【答え】 
１．適切 

自賠責保険は、人身事故にのみ補償の対象で、物損事故には対象外となり

ます。 

 

 

2．適切 

対人賠償保険は、他人にケガをさせてしまった場合や他人を死亡させてしま

った場合に損害賠償責任を負ったときに、相手方の治療費や慰謝料などを

補償する保険です。 

補償対象とならない人は「被保険者」や「被保険者の父母・配偶者・子」など

で、兄弟姉妹は該当しないため、対人賠償保険の補償対象となります。 

 

 

3．不適切 

失火責任法の定めにより、失火者に重大な過失がなく、失火により他人に損

害を与えた場合、民法709条の規定は適用されません。 

 

 

4．適切 

生産物賠償責任保険(PL保険)は、製造・販売した製品や商品の仕事終了後

や行った仕事の結果が原因となり、他人にケガをさせたり、他人の物を壊し

たりしたため、被保険者が法律上賠償責任を負担された場合に被る損害を

補償する保険です。 

そのため、被保険者が製造した商品の欠陥が原因で、商品を使用した者が

ケガをした事案は補償の対象です。 

 

 

したがって正解は、3 

 

  



問題 16  

任意加入の自動車保険の一般的な商品性に関する次の記述のうち、最も不

適切なものはどれか。なお、記載のない事項については考慮しないものとす

る。 

 

1.対物賠償保険では、被保険自動車を運転中に、父の自宅の車庫に誤って

衝突して車庫を損壊させた場合、補償の対象となる。 

 

2.対人賠償保険では、被保険自動車を運転中に、対人事故を起こした被保

険者が法律上の損害賠償責任を負った場合、自動車損害賠償責任保険等

によって補償される部分を除いた額が補償の対象となる。 

 

3.人身傷害保険では、被保険者が被保険自動車を運転中に起こした交通

事故で死傷した場合、被保険者の過失割合にかかわらず、当該損害額が保

険金額を限度として補償の対象となる。  

 

4.一般条件の車両保険では、被保険自動車が洪水で水没した場合、補償の

対象となる。 

 

 

  



【答え】 
１．不適切 

対人賠償保険は、他人にケガをさせてしまった場合や他人を死亡させてしま

った場合に損害賠償責任を負ったときに、相手方の治療費や慰謝料などを

補償する保険です。 

補償対象とならない人は「被保険者」や「被保険者の父母・配偶者・子」など

で、兄弟姉妹は該当しないため、対人賠償保険の補償対象となります。 

 

よって、父の自宅の車庫で運転者が接触事故を起こしても補償の対象とは

なりません。 

 

2．適切 

対人賠償保険は、自賠責保険から支払われる金額を除いた額が支払対象と

なります。 

 

 

3．適切 

人身障害補償保険は、自動車事故によって搭乗者が死亡・ケガ・後遺障害

の状態になった時の保険です。 

保険金額の範囲内で、実際にかかった損害額の全額が補償されます。 

 

 

4．適切 

車両保険は、交通事故・自然災害・駐車場のいたずらなど修理が必要になる

際の保険金が支払われます。 

 

よって洪水で水没した場合も、補償の対象となります。 

 

 

したがって正解は、1 

 

  



問題 17  

傷害保険等の一般的な商品性に関する次の記述のうち、最も不適切なもの

はどれか。なお、特約については考慮しないものとする。 

 

1.交通事故傷害保険では、交通乗用具に搭乗中の交通事故や交通乗用具

の火災事故によるケガは補償の対象となるが、交通乗用具にエレベーター

は含まれない。 

 

2.普通傷害保険では、自転車で転倒して負ったケガが原因で罹患した破傷

風は補償の対象となる。  

 

3.海外旅行(傷害)保険では、海外旅行中に罹患したウイルス性食中毒は補

償の対象となる。  

 

4.所得補償保険では、日本国内外において、保険会社が定める病気やケガ

によって就業不能となった場合、補償の対象となる。 

 

 

  



【答え】 
１．不適切 

 

交通事故傷害保険 

補償内容は国内外を問わず、 

交通事故（駅構内や乗物搭乗中の事故も

含む）、建物や乗物の火災等による損害を

補償。 

※エスカレーターやエレベーターの事故

でも補償の対象となる。 

 

 

2．適切 

 

普通傷害保険 

国内外を問わず、日常生活での急激、偶

然、外来の事故による損害を補償。 

 

※業務中の傷害も補償対象となる。 

※病気や細菌性食中毒は対象外 

 

※破傷風(はしょうふう)とは、破傷風菌という細菌が作る毒素によって起こる

感染症のことです。 

 

3．適切 

 

海外旅行傷害保険 

自宅から出国して、海外旅行中および

帰国から自宅までの間に被った損害に

ついて補償されます。従って、国内移

動中に発生した事故による損害も、補

償の対象となります。 

 

※細菌性食中毒、地震、噴火、地震、

噴火による津波による傷害も補償の対

象となる。 

 

  



4．適切 

所得保障保険は、国内外を問わず、ケガや病気によって就業不能となった

場合に被保険者が喪失する収入を補償する保険です。 

 

 

したがって正解は、1 

 

 

  



問題 18  

契約者(=保険料負担者)を法人とする損害保険契約の経理処理に関する次

の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

1.火災により倉庫を焼失するリスクに備えて、保険期間5年の火災保険に加

入し、5年分の保険料を一括で支払った場合、その事業年度に、支払った保

険料の全額を損金の額に算入することができる。 

 

2.業務中の事故によりケガを負うリスクに備えて、すべての役員・従業員を被

保険者および保険金受取人とする普通傷害保険に加入した場合、その支払

った保険料の全額を損金の額に算入することができる。 

 

3.法人が所有する業務用自動車が交通事故で損壊し、法人が受け取った自

動車保険の車両保険の保険金で修理をした場合、当該保険金を益金の額

に算入し、当該修理費を損金の額に算入することができる。 

 

4.積立傷害保険が満期を迎え、法人が満期返戻金と契約者配当金を受け

取った場合、その全額を益金の額に算入し、資産に計上していた積立保険

料の累計額を損金の額に算入することができる。 

 

  



【答え】 
１．不適切 

火災保険料として、複数年分を一括で支払った場合、保険料は、事業年度

ごとに期間按分をしなくてはいけません。 

なので、支払った事業年度分は損金算入できますが、翌期以降の保険料

は、前払保険料としいて資産計上されます。 

 

 

2．適切 

普通傷害保険を、全ての役員・従業員を被保険者および保険金受取人とす

る場合、支払保険料の全額を福利厚生費として損金算入します。 

また、受取人が法人の場合は、支払保険料として、損金算入します。 

 

 

3．適切 

法人が交通事故により受け取った自動車保険の保険金は、保険金額を雑収

入として益金に算入し、修理費を修繕費として損金算入できます。 

 

 

4．適切 

積立傷害保険の場合、支払保険料のうち積立部分は資産計上し、満期時に

受け取った満期返戻金と配当金の全額は、益金に算入します。 

また、資産計上していた積立保険料の累計額は損金算入します。 

 

 

 

したがって正解は、1 

 

  



問題 19  

医療保険の一般的な商品性に関する次の記述のうち、最も不適切なものは

どれか。 

 

1.医療保険では、人間ドック等の治療を目的としない入院をし、異常が発見

されなかった場合、入院給付金を受け取ることができない。 

 

2.更新型の医療保険では、保険期間中に入院給付金を受け取った場合、保

険期間満了時に契約を更新することができない。 

 

3.引受基準緩和型の医療保険と引受基準緩和型ではない一般の医療保険

を比較した場合、他の契約条件が同一であれば、保険料は引受基準緩和型

の医療保険の方が高くなる。 

 

4.先進医療特約で先進医療給付金の支払対象とされている先進医療は、療

養を受けた日時点において厚生労働大臣によって定められたものである。 

 

 

  



【答え】 
１．適切 

医療保険の入院給付金は、人間ドックの健診で治療目的でない入院の場合

は、支払対象外となります。 

ただし、人間ドックで異常が認められて医師の指示で入院した場合は、支払

対象となります。 

 

 

2．不適切 

更新型の医療保険は、健康状態に関わらず告知なしで更新できます。 

また、保険期間中に入院給付金を受け取った場合でも、保険期間終了後に

契約更新をすることは可能です。 

 

 

3．適切 

引受基準緩和型/限定告知型の医療保険とは、通常の医療保険と比較し

て、保険会社の引受基準が緩和されているタイプ(引受基準緩和型)や、告

知を項目が少ない(限定告知型)の医療保険です。 

通常の医療保険よりも医的診査に関するハードルが低いことで、健康状態に

不安がある人でも契約が容易であることから、保険料が割高となります。 

 

 

4．適切 

厚生労働大臣が定める高度で最先端の医療技術を用いた療養に対して給

付金が支払われる特約で、加入後に新しく認められた先進医療も支払いの

対象です。 

つまり、療養を受けた日時点において厚生労働大臣によって定められている

ものが支払対象です。 

 

 

したがって正解は、2 

  



問題 20  

生命保険を利用した家庭のリスク管理に係る一般的なアドバイスに関する次

の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

1.「自分が死亡した場合の相続税の納税資金を確保するために生命保険に

加入したい」という相談に対して、終身保険への加入を提案した。 

 

2.「病気やケガで入院した場合の医療費の負担が不安なので生命保険に加

入したい」という相談に対して、定期保険への加入を提案した。 

 

3.「自分の老後の生活資金を準備するために生命保険に加入したい」という

相談に対して、個人年金保険への加入を提案した。 

 

4.「自分が死亡した後の子どもが社会人になるまでの生活資金を準備するた

めに生命保険に加入したい」という相談に対して、収入保障保険への加入を

提案した。 

 

 

  



【答え】 
１．適切 

被相続人を被保険者とした生命保険に加入すると、保険金受取人として指

定した特定相続人が死亡保険金を受け取ることができます。 

また、受取人が相続人となる場合は、500万円×法定相続人の数まで非課

税とすることができるため、相続税の納税資金対策として有効です。 

 

 

2．不適切 

定期保険は、一定期間内に死亡した場合に死亡保険金が支払われる保険

ですので、病気やケガで入院した場合に備えるには、医療保険が適切となり

ます。 

 

 

3．適切 

個人年金保険は、一定の年齢に達すると年金が受け取れる保険ですので、

自助で老後資金と準備として適しています。 

 

 

4．適切 

収入保障保険は、被保険者の死亡・高度障害状態になった場合に保険金を

受け取れます。死亡保険金が一定期間に渡って支払われるので、子供が社

会人になるまでの生活資金を準備したい場合にも適しています。 

 

 

 

したがって正解は、2 

  



問題 21  

全国企業短期経済観測調査(日銀短観)に関する次の記述のうち、最も適切

なものはどれか。 

 

1.日銀短観は、統計法に基づいて行われる調査であり、全国の企業動向を

的確に把握し、政府の財政政策の適切な運営に資することを目的としてい

る。 

 

2.日銀短観の調査は年4回実施され、その結果は、3月、6月、9月、12月に

公表される。  

 

3.日銀短観の調査対象企業は、全国の資本金1,000万円以上の民間企業

(金融機関等を除く)の中から抽出され、各種計数が業種別および企業規模

別に公表される。  

 

4.日銀短観で公表される「業況判断DI」は、回答時点の業況とその3カ月後

の業況予測について、「良い」と回答した企業の社数構成比から「悪い」と回

答した企業の社数構成比を差し引いて算出される。 

 

  



【答え】 
１．不適切 

日銀短観は、日本銀行が金融政策を運営する上で参考にするため、製造業

17業種・非製造業14業種に分けて、国内企業(1万社超)を対象に、業績や設

備投資、雇用状況などのアンケート調査をもとに年4回作成・公表している。 

 

よって、「日銀は財政政策の適切な運営のため」ではなく、「金融政策の適切

な運営を資すること」を目的にしています。 

 

 

2．不適切 

日銀短観は、毎年3ヶ月毎(3月・6月・9月・12月)に調査対象企業にアンケー

トを実施し、それぞれ翌月(4月・7月・10月・11月)に調査結果を発表します。 

 

 

3．不適切 

日銀短観の調査対象企業は、資本金2,000万円以上の民間企業です。 

 

 

１4．適切 

業況判断DIは、主要企業の景況感を表す指標で、3ヶ月後の先行きも指数

化されています。 

 

 

 

したがって正解は、4 

  



問題 22  

銀行等の金融機関で取り扱う預金商品の一般的な商品性等に関する次の

記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、本問においては、「民間公益

活動を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に 関する法律」を休

眠預金等活用法という。 

 

1.決済用預金は、「無利息」「要求払い」「決済サービスを提供できること」とい

う3つの条件を満たした預金であり、法人も個人も預け入れることができる。 

 

2.オプション取引などのデリバティブを組み込んだ仕組預金には、金融機関

の判断によって満期日が繰り上がる商品がある。 

 

3.自動積立定期預金は、各指定日に普通預金口座からの口座振替等によ

り、指定金額を預入することができる定期預金である。 

 

4.2009年1月1日以降、取引がないまま7年が経過した普通預金は、休眠預

金等活用法に基づく「休眠預金等」に該当する。 

 

  



【答え】 
１．適切 

決済用預金の3つの条件は、無利息・要求払い・決済サービスの提供です。 

法人も個人も利用可能です。 

 

2．適切 

仕組預金は、オプション取引等のデリバティブを組み込んでいる預金商品の

ことで、通常の預金よりも高い利回りが期待できます。 

また、金融機関の判断で満期日が繰上げまたは繰下げが行われることがあり

ます。預金者は原則、中途解約できず、満期日まで預金者の判断で短縮・

延長することはできません。 

 

 

3．適切 

自動積立定期預金は、普通預金から自動的に定期預金に預け入れるサー

ビスのことで、指定した金額を一定期間積み立てることができます。 

 

 

4．不適切 

休眠預金は、2009年1月1日以降の取引から10年以上取引がない預金のこと

を言います。 

休眠預金になると、預金保険機構に移管され、民間公益活動のために活用

されます。 

休眠預金となった後も、引き続き取引があった金融機関で引き出すことが可

能です。 

 

 

したがって正解は、4 

  



問題 23  

上場投資信託(ETF)の一般的な特徴に関する次の記述のうち、最も適切なも

のはどれか。 

 

1.ETFは、非上場の投資信託と異なり、運用管理費用(信託報酬)は発生しな

い。  

 

2.ETFは、支払われる分配金が自動で再投資されるため、投資の複利効果

を得ることができる。  

 

3.ETFには、つみたてNISAの対象となっているものがある。  

 

4.ETFには、株価指数に連動するものはあるが、REIT指数や商品指数に連

動するものはない。 

  



【答え】 
１．不適切 

ETF(上場投資信託)の手数料は、売買手数料と信託報酬です。 

売買手数料は、購入時と売却時の手数料です。 

信託報酬は、ETFの運用や管理に関する手数料です。 

 

 

2．不適切 

ETFは上場株式の配当金と同じように支払われるので、自動で再投資されま

せん。 

 

 

3．適切 

つみたてNISAの対象商品は、一定の要件を満たす株式投資信託やETFで

す。 

 

 

4．不適切 

ETFは、日経平均株価やTOPIXなど株価指数に連動するもの以外にも、債

券、REIT、原油などのコモディティなど、さまざまな指数に連動するものがあ

ります。 

 

 

したがって正解は、3 

  



問題 24  

年1回複利の割引率を年率0.3%とした場合、5年後の100万円の現在価値とし

て、最も適切なものはどれか。なお、計算過程では端数処理を行わず、計算

結果は円未満を切り捨てること。 

 

1.984,909円  

2.985,000円  

3.985,134円  

4.985,221円 

 

 

  



【答え】 
割引率とは、将来の価値を現在の価値に直すために用いる率のことです。 

 

現在100万円を1年間預金すると利子がつき、1年後には100万円よりも価値

が高いといえます。 

つまり、利回りを考慮すれば現在の通貨の価値と将来の通貨の価値では価

値が違うため、将来の通貨を現在の通貨の価値に換算するために割引率を

用います。 

 

例えば 

利回りが3%出る場合、現在の100万円は1年後の価値は、 

100万円×(1+0.03)=103万円になります。 

 

逆の計算を行うと 

1年後の100万円の現在の価値は、 

100万円÷(1+0.03)=970,873...円となります。 

 

 

本問では、「年1回複利の割引率を年率0.3%とした場合、5年後の100万円の

現在価値」を求めるため、計算式は以下になります。 

 

 

100万円÷(1+0.003)5乗=985,134.0...円 

                   =985,134円(円未満切り捨て) 

 

したがって正解は、3 

 

※備考 

『電卓の定数計算機能』 

本問では以下の手順で電卓を入力して求める 

[1.003][÷][÷][100万円][=] [=][=][=][=] 

  



問題 25  

株式指標の一般的な特徴に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれ

か。 

 

1.同規模・同一業種の銘柄間においては、PERの高い銘柄が割安と考えら

れる。  

 

2.同規模・同一業種の銘柄間においては、PBRの高い銘柄が割安と考えら

れる。  

 

3.配当性向は、企業の当期純利益に対する年間配当金の割合を示す指標

である。  

 

4.ROAは、企業の売上高に対する当期純利益の割合を示す指標である。 

 

 

  



【答え】 
１．不適切 

株価収益率（PER） 

株価が1株当たり純利益の何倍になっているかを表した指標 

・PERが高いほど割高 

・PERが低いほど割安 

 

PER(倍)＝株価÷1株当たり当期純利益(EPS) 

EPS(1株当たり当期純利益)=当期純利益÷発行済株式数 

 

 

2．不適切 

株価純資産倍率（PBR） 

株価が1株当たりの純資産の何倍になっているかを表した指標 

・PBRが高いほど割高 

・PBRが低いほど割安 

(通常、PBRが1倍を上回ると割高・PERが1倍を下回ると割安となります。) 

 

PBR(倍)＝株価÷1株当たり純資産(BPS) 

BPS(1株当たり純資産)=純資産÷発行済株式数 

 

 

  



3．適切 

配当性向 

会社の純利益に対して、どれくらい株主に配当したのかを示す指標。 

・純利益に対する配当金の割合 

 

  配当性向＝１株当たり配当金÷１株当たり当期純利益×100 

 

 

4．不適切 

純資産利益率(ROA) 

自己資本と他人資産(借入金や社債など)を含めた全ての資本を、その会社

でいかに効率的に運用できているかを表す指標です。 

 

純資産利益率=当期純利益÷純資産×100 

 

 

 

したがって正解は、3 

 

  



問題 26  

個人(居住者)が国内の金融機関等を通じて行う外貨建て金融商品の取引等

に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

1.外貨建て金融商品の取引に係る為替手数料の料率は、同一の外貨を対

象にする場合であっても、取扱金融機関により異なることがある。 

 

2.国外の証券取引所に上場している外国株式を、国内店頭取引により売買

する場合、外国証券取引口座を開設する必要がある。 

 

3.外国為替証拠金取引では、証拠金にあらかじめ決められた倍率を掛けた

金額まで売買することができるが、倍率の上限は各取扱業者が決めており、

法令による上限の定めはない。 

 

4.米ドル建て債券を保有している場合、為替レートが円安・米ドル高に変動

することは、当該債券に係る円換算の投資利回りの上昇要因となる。 

 

 

  



【答え】 
１．適切 

外貨建て金融商品の為替手数料は、同じ通貨であっても取扱金融機関ごと

に異なります。 

 

 

2．適切 

外国株式を国内の証券会社で売買するには、外国証券取引口座を開設す

る必要があります。 

 

 

3．不適切 

外国為替証拠金取引(FX)の、倍率上限は法令により規制されています。 

2022年7月現在は最大25倍です。 

 

 

4．適切 

外貨建て債券は、円安になると為替差益が出て、円換算では投資利回りが

上昇します。円高になると為替差損が出て、円換算では投資利回りは下落し

ます。 

 

 

 

したがって正解は、3 

  



問題 27  

金融派生商品に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

1.金融派生商品を利用する場合、現物取引を行った場合と同等の投資効果

を得るには、現物取引よりも多額の資金を投入する必要がある。 

 

2.現物価格の変動による利益と同額の利益が発生するように、現物と同じポ

ジションの先物を保有することなどにより、価格変動リスク等を回避または軽

減することを狙う取引を、ヘッジ取引という。  

 

3.現物価格と当該現物を原資産とする先物の理論価格との間で価格差が生

じた場合、割安な方を売り、割高な方を買うポジションを組み、その価格差を

利益として得ることを狙う取引を、裁定取引という。  

 

4.先物の将来の価格を予想してポジションを取り、予想どおりの方向に変動

したときに反対売買を行って利益を確定することを狙う取引を、スペキュレー

ション取引という。 

 

 

  



【答え】 
１．不適切 

金融派生商品(デリバティブ取引)は、レバレッジ効果により、証拠金を預ける

ことで何倍もの取引が可能となるため、現物取引に比べて少ない資金で取

引することが可能です。 

 

 

2．不適切 

ヘッジ取引とは、現物取引で保有しているポジションとは反対のポジションを

先物などで保有することで、現物の価格変動リスクを回避・軽減する取引のこ

とを言います。 

先物で現物と同じポジションを持ったとしても、リスクを回避することはできま

せん。 

例えば、現物では買いポジション、先物で売りポジションを持つことで、現物

の買いポジションで損失が出ていても、先物の売りポジションで利益が出るた

め、損失を相殺・軽減する効果があります。 

 

 

3．不適切 

裁定取引(アービトラージ)とは、同一の価値を持つ商品の一時的な価格差が

生じた際に割高な方を売り、割安な方を買い、その後、両者の価格差が縮小

した時点でそれぞれ反対売買を行い利益を獲得しようとする取引のことを言

います。 

 

 

4．適切 

スペキュレーション取引とは、売買を通じて、短期的に売買益を得る目的のこ

とです。 

先物取引の場合は、先物価格の値上がりを予想して買いポジションを取り、

予想通り相場が上昇したら反対売買を行い、利益を得ることを言います。 

 

したがって正解は、4 

  



問題 28  

ポートフォリオ理論に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

1.ポートフォリオのリスクとは、一般に、組成されたポートフォリオの損失額の

大きさを示すのではなく、そのポートフォリオの期待収益率と実際の収益率

の乖離の度合いをいう。 

 

2.異なる2資産からなるポートフォリオにおいて、2資産間の相関係数がゼロ

である場合、ポートフォリオを組成することによる分散投資の効果(リスクの低

減効果)は生じない。 

 

3.ポートフォリオの期待収益率は、組み入れた各資産の期待収益率を組入

比率で加重平均した値となる。 

 

4.ポートフォリオのリスクは、組み入れた各資産のリスクを組入比率で加重平

均した値以下となる。 

 

  



【答え】 
１．適切 

ポートフォリオのリスクは、データのばらつきを示す数値である標準偏差で表

し、ポートフォリオの期待収益率と実際の収益率にどれだけのばらつきがある

のか、乖離の度合いをいいます。 

 

 

2．不適切 

相関係数とは、2 つの資産の関係を示す数値。 

１から－１までの数値で表します。 

1 に近いほど 値動きが似ている 

0 値動きは無関係 

-1 に近いほど 反対の値動きに近い 

異なる２資産からなるポートフォリオにおいて、２資産間の相関係数が－１に

近づくほど、ポートフォリオを組成することによる分散投資の効果は得られ

る。 

 

[ポイント] 

・分散投資効果が最大となるのは-1 

・0 でも分散投資効果は得られる。 

 

 

3．適切 

ポートフォリオの期待収益率とは、運用により将来得られることが期待できる

平均的な収益率(リターン)のことです。 

 

●ポートフォリオの期待収益率の計算方法 

(各資産の期待収益率×組入比率)の合計 

つまり、ポートフォリオの期待収益率は、ポートフォリオに組み入れた各資産

の期待収益率を組入比率で加重平均した値となる。 

 

  



4．適切 

ポートフォリオのリスクは、相関係数が1でない限り、組み入れた各資産のリス

クを組入比率で加重平均した値以下になります。 

 

 

 

 

したがって正解は、2 

  



問題 29  

一般NISA(非課税上場株式等管理契約に係る少額投資非課税制度)および

つみたてNISA(非課税累積投資契約に係る少額投資非課税制度)に関する

次の記述のうち、最も適切なものはどれか。なお、本問においては、一般

NISAにより投資収益が非課税となる勘定を一般NISA勘定といい、つみたて

NISAにより投資収益が非課税となる勘定をつみたてNISA勘定という。 

 

1.2022年中に一般NISA勘定を通じて購入することができる限度額(非課税

枠)は、80万円であるのに対し、同年中につみたてNISA勘定を通じて購入す

ることができる限度額(非課税枠) は、40万円である。 

 

2.一般NISAとつみたてNISAは、同一年中において、併せて新規投資に利用

することができる。  

 

3.つみたてNISA勘定に受け入れている金融商品を売却することで生じた譲

渡損失は、確定申告を行うことにより、同一年中に特定口座や一般口座で保

有する金融商品を売却することで生じた譲渡益と通算することができる。  

 

4.一般NISAの非課税期間が終了し、受け入れていた金融商品を特定口座

に移管する場合、当該特定口座における取得価額は、非課税期間終了時

の時価となる。    

 

 

  



【答え】 
１．不適切 

NISAの年間非課税限度額は一般NISA120万円、つみたてNISA40万円まで

です。 

 

 

2．不適切 

一般 NISA とつみたて NISA は同時に利用することはできません。 

年単位で変更することは可能です。 

 

 

3．不適切 

NISA口座ないで生じた損失は、一般口座や特定口座で保有する上場株式

等の譲渡益などと損益通算することはできません。 

 

 

4．適切 

一般NISAの非課税期間が終了した後に、NI SA口座以外の口座(一般口座

や特定口座)に移管することは可能です。 

 

 

したがって正解は、4 

  



 一般NISA つみたてNISA 

対象者 日本在住で満18歳以上 

金融機関の変

更 

可能 

(1年ごとに変更可能) 

取引主体者 口座名義人(本人) 

非課税投資枠 年間120万円 年間40万円 

非課税期間 最長5年 最長20年 

投資可能期間 
 

2023年まで 

 

2042年まで 

 

対象商品 上場株式・株式

投資信託・J-

REIT・ETF等 

一定要件を備

えた投資信託

等 

ロールオーバ

ー(保有商品の

移管) 

可能 不可 

払い出し制限 制限なし 制限なし 

 

  



問題 30  

わが国における個人による金融商品取引に係るセーフティネットに関する次

の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

1.日本国内に本店のある銀行の国内支店に預け入れた円建ての仕組預金

は、その元本、利息のいずれも預金保険制度による保護の対象とならない。 

 

2.日本国内に本店のある銀行の国内支店に預け入れた外貨預金は、その

金額の多寡にかかわらず、預金保険制度による保護の対象とならない。 

 

3.日本国内に本店のある銀行の海外支店や外国銀行の在日支店に預け入

れた預金は、その預金の種類にかかわらず、預金保険制度による保護の対

象とならない。 

 

4.証券会社が破綻し、分別管理が適切に行われていなかったために、一般

顧客の資産の一部または全部が返還されない事態が生じた場合、日本投資

者保護基金により、補償対象債権に係る顧客資産に ついて一般顧客1人

当たり1,000万円を上限として補償される。 

 

  



【答え】 
１．不適切 

仕組預金は、元本と利息の両方が預金保険制度の対象です。 

ただし、預金の利息等について、預け入れ時における円定期預金の金利ま

でが預金保険の対象となり、それを超える部分は預金保険の対象外となりま

す。 

 

 

2．適切 

外貨預金は、普通預金、定期預金ともに預金保険制度の対象外となります。 

 

 

3．適切 

預金保険制度の対象となる金融機関は、日本国内に本店がある銀行です。 

政府系金融機関・海外支店・外国銀行の在日支店は預金保険制度の対象

外です。 

 

 

4．適切 

投資者保護基金は、証券会社が破綻した場合に投資家を保護するための

セーフティネットです。国内で営業する証券会社は、投資者保護基金に加入

する義務があります。 

証券会社は、証券会社自身の財産と顧客の財産を分別管理することが義務

付けられていますが、それを怠っていた場合は、投資者保護基金が顧客1人

につき1,000万円まで補償するようになっています。 

 

 

 

したがって正解は、1 

  



問題 31  

所得税の原則的な仕組みに関する次の記述のうち、最も不適切なものはど

れか。 

 

1.所得税では、課税対象となる所得を10種類に区分し、それぞれの所得の

種類ごとに定められた計算方法により所得の金額を計算する。 

 

2.合計所得金額は、損益通算後の各種所得の金額の合計額に、純損失や

雑損失の繰越控除を適用した後の金額である。 

 

3.課税総所得金額に対する所得税額は、課税総所得金額に応じて7段階に

区分された税率を用いて計算される。 

 

4.所得税では、納税者本人が所得の金額とこれに対応する税額を計算し、

申告・納付する申告納税方式を採用している。 

 

  



【答え】 
１．適切 

所得税には、課税対象となる所得が10種類あります。 

①利子所得 ②配当所得 ③不動産所得 ④事業所得 ⑤給与所得 ⑥退

職所得 ⑦譲渡所得 ⑧山林所得 ⑨一時所得 ⑩雑所得 

 

2．不適切 

合計所得金額とは、給与所得・公的年金等に係る雑所得・事業所得などの

所得を合計した金額(純損失または雑損失などの繰越控除を適用する前の

金額)のことをいいます。純損失や雑損失の繰越控除を適用した額は、総所

得金額です。 

 

3．適切 

所得税では、課税対象額の増加に応じて、増加部分に順次、高い税率を貸

してく超過累進課税です。超過累進課税で算出される最低税率5%、最大税

率は45%と定められており7段階に区分されています。 

 
 

4．適切 

税金を納めるときに自分で納めるべき金額を計算して納税する方法を申告

納税方式と言います。これに対して、国や公共団体が納める金額を計算して

納税者に通知する方式を賦課課税方式と言います。 

 

したがって正解は、2 

  



問題 32  

次のうち、納税者本人が所得金額調整控除の適用の対象とならないものは

どれか。なお、納税者本人の給与等の収入金額は850万円を超えており、納

税者本人に公的年金等に係る雑所得の金額はないものとする。 

 

1.納税者本人が特別障害者である場合 

 

2.納税者本人の同一生計配偶者が特別障害者である場合 

 

3.納税者本人が年齢23歳未満の扶養親族を有する場合 

 

4.納税者本人が年齢70歳以上の扶養親族を有する場合 

  



【答え】 
所得金額調整控除とは、一定の金額を給与所得の金額から控除できる制度

です。 

令和2年(2020年)から、給与所得控除が一律10万円引き上げられてことに伴

い、所得金額調整控除が導入されました。 

 

所得金額調整控除の適用対象者は、その年の給与等の収入金額が850万

円を超える居住者で子供・特別障がい者である扶養親族などがいる人や給

与所得と公的年金等の双方を受給している人です。 

 

 

『子供、特別障がい者である扶養親族がいる場合』 

・年齢23歳未満の扶養親族を有する居住者 

・本人が特別障がい者である居住者 

・特別障がい者である同一生計配偶者または扶養親族を有する居住者 

 

 

『給与所得と公的年金の双方を受給している場合』 

その年の給与所得の金額および公的年金等にかかる雑所得の金額がある

居住者で、給与所得の金額および公的年金等にかかる雑所得の金額の合

計額が10万円を超える場合 

 

 

 

 

したがって正解は、4 

  



問題 33  

所得税の各種所得の金額の計算上生じた次の損失の金額のうち、他の所得

の金額と損益通算できるものはどれか。 

 

1.不動産所得の金額の計算上生じた損失の金額のうち、不動産所得を生ず

べき建物の取得に要した負債の利子に相当する部分の金額 

 

2.生活の用に供していた自家用車を売却したことにより生じた損失の金額  

 

3.別荘を譲渡したことにより生じた損失の金額  

 

4.ゴルフ会員権を譲渡したことにより生じた損失の金額 

 

 

  



【答え】 
損益通算とは、所得税額を計算する際に、不動産所得・事業所得・山林所

得・譲渡所得の金額に損失が生じた場合、その損失額をほかの所得の金額

から控除することを言います。 

 

[損益通算の対象とならないもの] 

●不動産所得                                                                                                                              

・土地取得のための負債の利子（建物はOK） 

 

●譲渡所得 

・生活に通常必要でない資産の譲渡によって生じた損失（別荘・クルーザー・

30万円を超える貴金属等・ゴルフの会員権） 

 

・土地・建物等の譲渡損失（ただし自分の住む家など、特定の居住用財産の

譲渡損失は損益通算できる特例がある） 

 

・株式等の譲渡損失（上場株式等の譲渡損失は、申告分離課税を選択した

上場株式等の配当所得の金額と損益通算が可能） 

  



１．対象 

損益通算では、土地の取得に要した負債の利子に相当する部分の金額は

損益通算できませんが、本文では、建物の取得に要した負債の利子とあるの

で、損益通算の対象です。 

 

 

2．対象外 

通常生活に必要な生活用動産の譲渡所得に関しては課税されません。その

ため損失が出た場合でもその他の所得と損益通算できません。 

 

 

3．対象外 

別荘は、通常生活に必要でない資産と判断されるため、譲渡により生じた損

失を他の所得と損益通算することはできません。 

 

 

4．対象外 

ゴルフ会員権は、通常生活に必要でない資産と判断されるため、譲渡により

生じた損失を他の所得と損益通算することはできません。 

 

 

 

したがって正解は、1 

  



問題 34  

所得税における医療費控除に関する次の記述のうち、最も不適切なものは

どれか。なお、「特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除

の特例」は考慮しないものとする。 

 

1.納税者が自己と生計を一にする配偶者のために支払った医療費の金額

は、当該納税者の医療費控除の対象となる。 

 

2.医師等による診療等を受けるために電車、バス等の公共交通機関を利用

した場合に支払った通院費で通常必要なものは、医療費控除の対象とな

る。 

 

3.医療費の補塡として受け取った保険金は、その補塡の対象となった医療

費の金額を限度として、支払った医療費の金額から差し引かれる。 

 

4.納税者が自己の風邪の治療のために支払った医薬品の購入費の金額

は、医師の処方がない場合、医療費控除の対象とはならない。 

 

  



【答え】 
１．適切 

医療費控除は、納税者本人のまたは生計を一にする配偶者やその他の親

族が医療費を支払った場合に適用できます。 

 

 

2．適切 

●医療費控除の対象 

例） 

通院や治療のための交通費、診察代金、治療費、先進医療の技術料、あん

摩マッサージ指圧師・はり師・きゅう師、柔道整復師による治療の治療代、治

療に必要な薬代、療養に必要な医療器具 

 

※通院や治療のための交通費は、公共交通機関を使った場合は対象となり

ますが、自家用車で通院した場合のガソリン代や駐車場代は対象外です。 

 

●医療費控除の対象外 

例） 

美容整形の費用、予防接種費用、人間ドック・健康診断の費用（ただし、これ

らにより重大な病気が見つかった場合は、控除の対象となる）、健康増進・病

気予防のためのサプリメント代、自己都合の差額ベッド代、コンタクトレンズ・

メガネ代、通院のための自家用車のガソリン代、タクシー代（どうしてもタクシ

ーでないと通えないような場合は控除の対象となる場合がある） 

 

  



3．適切 

医療費控除は、その年に支払った自己負担の医療費から保険金などで補填

された金額と10万円を差し引いた額です。 

 

【支出した医療費用‐生命保険等からの給付金‐10万円】 

＊控除額の上限は200万円 

＊総所得金額等が200万円未満の場合は総所得金額×５％ 

・保険等で補填される金額 

・10万円と総所得金額等の5%相当額のうち低い方 

 

 

4．不適切 

医薬品の購入費は、医師の処方がなくても医療費控除の対象になります。 

ただし、病気の予防や健康促進のためのものは対象外です。 

 

 

 

したがって正解は、4 

  



問題 35  

住宅を新築または取得した場合の所得税における住宅借入金等特別控除

(以下「住宅ローン控除」という)に関する次の記述のうち、最も適切なものはど

れか。 

 

1.住宅ローン控除の対象となる借入金は、契約による償還期間が15年以上

のものに限られる。  

 

2.住宅ローン控除の対象となる家屋は、床面積の2分の1以上に相当する部

分がもっぱら自己の居住の用に供されるものでなければならない。  

 

3.住宅ローン控除の適用を受けるためには、その対象となる家屋を新築また

は取得した日から3ヵ月以内に自己の居住の用に供さなければならない。 

 

4.住宅ローン控除は、納税者が給与所得者である場合、所定の書類を勤務

先に提出することにより、住宅を取得し、居住の用に供した年分から年末調

整により適用を受けることができる。 

 

 

 

  



【答え】 
●住宅ローン控除の適用条件（すべて満たす必要があり） 

・返済期間が 10 年以上の住宅ローンであること 

・控除の適用を受ける年の合計所得が 3,000万円以下であること 

・住宅の床面積が 40㎡以上で、そのうち 1/2 が居住用であること 

・取得日から 6か月以内に住み始め、適用を受ける各年の 12 月 31 日まで

引き続き居住していること 

・居住の用に供した年とその前後 2 年ずつの５年間に「居住用財産の 3,000

万円特別控除の特例」「居住用財産の軽減税率の特例」「特定の居住用

財産の買換え特例」の適用を受けていないこと 

 

 

１．不適切 

住宅ローン控除の対象となる借入金、返済期間が10年以上の住宅ローンで

あること 

 

2．適切 

住宅ローン控除の対象となる家屋は、住宅の床面積が40㎡以上で、そのうち

1/2が居住用であること 

 

3．不適切 

住宅ローン控除の対象は、取得日から6か月以内に住み始め、適用を受ける

各年の12月31日まで引き続き居住していること 

 

4．不適切 

給与所得者が住宅ローン控除を受ける場合、最初の年分は確定申告が必

要ですが、翌年以降は年末調整されます。 

 

 

したがって正解は、2 

  



問題 36  

個人住民税の原則的な仕組みに関する次の記述のうち、最も適切なものは

どれか。 

 

1.個人住民税の課税は、その年の4月1日において都道府県内または市町

村(特別区を含む)内に住所を有する者に対して行われる。 

 

2.個人住民税の所得割額は、所得税の所得金額の計算に準じて計算した

前々年中の所得金額から所得 控除額を控除し、その金額に税率を乗じて

得た額から税額控除額を差し引くことにより算出される。 

 

3.所得税および個人住民税の納税義務がある自営業者は、所得税の確定

申告をした後、住民税の申告書も提出しなければならない。 

 

4.納税者が死亡した時点で未納付の個人住民税があったとしても、相続の

放棄をした者は、その未納付分を納税する義務を負わない。 

 

 

  



【答え】 
１．不適切 

個人住民税は、その年の1月1日の現在の住所地で課税されます。 

 

 

2．不適切 

個人住民税の所得割は、前年の所得金額を基に計算されます。 

 

 

3．不適切 

住民税は、国や地方公共団体が納める金額を計算して納税者に通知する

賦課課税方式ですので、基本的に確定申告の必要はありません。 

 

 

4．適切 

死亡した人に未納付がある場合、相続人に納税義務があります。 

ただし、相続の放棄した場合は、納税義務はありません。 

 

 

したがって正解は、4 

  



問題 37  

法人税の損金に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

1.法人が法人税および法人住民税を納付した場合、その全額を損金の額に

算入することができる。  

 

2.法人が会議に関連して、茶菓、弁当その他これらに類する飲食物を供与

するために通常要する費用を支出した場合、その全額を損金の額に算入す

ることができる。  

 

3.法人が役員に対して定期同額給与を支給した場合、不相当に高額な部分

の金額など一定のものを除き、その全額を損金の額に算入することができ

る。  

 

4.法人が減価償却費として損金経理した金額のうち、償却限度額に達するま

での金額は、その全額を損金の額に算入することができる。 

 

 

  



【答え】 
●租税公課 

租税公課とは、国や地方に納める税金(租税)と公共団体へ納める会費や罰

金(公課)を合わせた名前です。 

租税公課は、損金算入できるものとできないものがあります。 

◎損益算入できるもの 

・法人事業税      ・不動産取得税 

・固定資産税 ・自動車税 

・消費税 ・印紙税 

・登録免許税 ・都市計画税など 

 

×損益算入できないもの 

・法人税 ・加算税 

・法人住民税 ・罰金など 

・延滞税 

 

１．不適切 

法人税や法人住民税は損金算入できません。 

 

2．適切 

会議費は全額損金算入できます。 

 

3．適切 

法人税上では、定期同額給付・事前確定届出給付・業績連動給付の3種類

は、役員給与として、損金算入できます。 

 

4．適切 

法人が減価償却費として計上した金額のうち、償却限度額に達するまでの

金額は損金算入できます。ただし、償却限度額を超える部分の減価償却費

は損金算入できません。 

 

したがって正解は、1 

  



問題 38  

消費税の簡易課税制度に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれ

か。 

 

1.簡易課税制度の適用を受けることができるのは、基準期間における課税売

上高が5,000万円以下の事業者である。 

 

2.新たに事業を開始した事業者は、事業を開始した日の属する課税期間内

に、「消費税簡易課税制度選択届出書」を所轄税務署長に提出することで、

当該課税期間から簡易課税制度の適用を受けることができる。 

 

3.簡易課税制度を選択した事業者は、事業を廃止した場合を除き、原則とし

て、5年間は簡易課税制度の適用を継続しなければならない。 

 

4.簡易課税制度の選択を取りやめる場合、原則として、その適用を取りやめ

ようとする課税期間の初日の前日までに、「消費税簡易課税制度選択不適

用届出書」を所轄税務署長に提出しなければならない。 

 

 

  



【答え】 
１．適切 

簡易課税制度とは、課税売上高が5,000万円以下の届け出を行った事業者

に対し、簡易化された仕入れ控除税額の計算を認める制度です。 

 

 

2．適切 

簡易課税制度を適用する場合には、事業を開始した日の属する課税期間内

に「消費税簡易課税制度選択届出書」を納税地の所管税務署長に提出する

必要があります。 

 

 

3．不適切 

簡易課税制度選択制度を選択した場合は、最低2年間継続して適用する必

要があります。 

 

 

4．適切 

簡易課税制度の適用を取りやめる場合は、適用を取りやめる課税期間の開

始日の前日までに、「消費税簡易課税制度選択不適用届出書」を納税地の

所管税務署長に提出する必要があります。 

 

 

 

したがって正解は、3 

 

 

  



問題 39  

会社と役員間の取引に係る所得税・法人税に関する次の記述のうち、最も不

適切なものはどれか。 

 

1.役員が所有する土地を会社に譲渡した場合、その譲渡価額が適正な時価

の2分の1未満であるときは、適正な時価により譲渡所得の金額が計算され

る。 

 

2.役員が会社に無利息で金銭の貸付けを行った場合、原則として、通常収

受すべき利息に相当する金額が、その役員の雑所得の収入金額に算入さ

れる。 

 

3.会社が所有する建物を適正な時価よりも高い価額で役員に譲渡した場

合、その会社の所得の金額の計算上、適正な時価と譲渡対価の差額は、益

金の額に算入される。 

 

4.会社が役員に無利息で金銭の貸付けを行った場合、原則として、その会

社の所得の金額の計算上、適正な利率により計算した利息相当額が益金の

額に算入される。 

  



【答え】 
１．適切 

役員所有の資産を時価よりも低い価額で譲渡した場合(低額譲渡)、時価の2

分の1未満の場合は時価で譲渡したものとして、役員の譲渡所得の金額が

計算されます。 

時価の2分の1以上の場合は、実際の売買価額で譲渡所得が計算されます。 

 

 

2．不適切 

役員が会社に無利息で金銭の貸付を行なった場合は、課税関係はありませ

ん。 

 

 

3．適切 

法人所有の資産を役員に対して時価よりも高い価額で譲渡した場合、法人

は時価で役員に譲渡したものとされ、時価とその差額を受増益として益金算

入されます。 

 

 

4．適切 

会社が役員に無利息で金銭の貸付を行なった場合は、利息額を受け取り利

息として益金に算入します。 

また、役員側は利息相当額が給与所得として課税されます。 

 

 

 

したがって正解は、2 

  



問題 40  

企業の決算書および法人税の申告書に関する次の記述のうち、最も不適切

なものはどれか。 

 

1.貸借対照表は、決算期末時点等、一時点における企業の財政状態を示し

たものである。  

 

2.損益計算書は、企業の資金の調達源泉とその用途を示したものである。  

 

3.キャッシュフロー計算書は、一会計期間における企業の資金の増減を示し

たものである。  

 

4.法人税法上の所得金額は、確定した決算に基づく企業会計上の当期純

利益または当期純損失を基に申告調整を行い、計算される。 

 

 

  



【答え】 
１．適切 

貸借対照表とは、ある時点における企業の資産状況を示すものです。 

決算に際して作成する財務諸表のひとつで、企業の保有資産と負債、純資

産で示されます。 

 

 

2．不適切 

損益計算書は、その企業における1年間の収益性・成長性などの経営成績

を示す決算書です。 

 

本問は貸借対照表の説明です。 

 

 

3．適切 

キャッシュフロー計算書は、資金の流れ(キャッシュフロー)を把握するもの

で、営業活動、投資活動、財務活動の3つに分類されます。 

 

 

4．適切 

法人税法上の所得金額は、損益計算書の当期純利益または当期純損失の

額に、益金・損金に算入・不算入を申告調整を行い計算します。 

 

 

したがって正解は、2 

  



問題 41  

不動産の登記や調査に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

1.不動産の登記記録において、土地の所有者とその土地上の建物の所有

者が異なる場合、その土地の登記記録に借地権の登記がなくても、借地権

が設定されていることがある。 

 

2.不動産の登記事項証明書の交付を請求することができるのは、当該不動

産に利害関係を有する者に限られる。 

 

3.不動産登記には公信力がないため、登記記録を確認し、その登記記録の

内容が真実であると信じて取引しても、その登記記録の内容が真実と異なっ

ていた場合、法的に保護されないことがある。 

 

4.公図(旧土地台帳附属地図)は、登記所に備え付けられており、対象とする

土地の位置関係を確認する資料として有用である。 

 

 

 

  



【答え】 
１．適切 

借地権設定の登記は義務ではないため、土地の所有者とその土地上の建

物の所有者が異なる場合があります。 

借地権は登記がなくても、借地上にある借地権者名義の建物を登記すること

によって対抗できます。 

 

 

2．不適切 

不動産登記記録は、法務局(登記所)で登記事項証明書の交付申請をすれ

ば、誰でも記載事項は確認できます。 

 

 

3．適切 

登記記録を正しいものと信用し取引を行ったとしても、真実の権利関係と登

記の記載とが異なっている場合は、原則として法的に保護することができ

ない。 

 

 

4．適切 

公図は、土地の大まかな位置や形状を表すなので、現状と異なる場合があり

ます。 

 

 

 

したがって正解は、2 

 

  



問題 42  

土地の価格に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

1.地価公示法による公示価格は、毎年1月1日を標準地の価格判定の基準

日としている。  

 

2.都道府県地価調査の標準価格は、毎年7月1日を基準地の価格判定の基

準日としている。  

 

3.相続税路線価は、地価公示法による公示価格の70%を価格水準の目安と

している。  

 

4.固定資産税評価額は、原則として、3年ごとの基準年度において評価替え

が行われる。 

 

 

  



【答え】 
１．適切 

公示価格は、毎年1月1日が価格判定の基準日です。 

 

 

2．適切 

都道府県地価調査は、都道府県知事が毎年7月1日に地価の標準価格を判

定します。 

 

 

3．不適切 

相続税路線価は、公示価格の80%を目安として設定されます。 

 

 

4．適切 

固定資産税評価額は、原則3年ごとに基準年度において評価が行われま

す。 

 

 

 

したがって正解は、3 

 

 

  



問題 43  

不動産の売買契約に係る民法の規定に関する次の記述のうち、最も適切な

ものはどれか。なお、特約については考慮しないものとする。 

 

1.不動産の売買契約は、契約書を作成しなければその効力を生じない。  

 

2.建物が共有の場合、各共有者は、自己が有している持分を第三者に譲渡

するときには、他の共有者の同意は必要としない。  

 

3.買主が売主に解約手付を交付した場合、買主が代金の一部を支払った後

でも、売主は、自らが契約の履行に着手するまでは、受領した代金を返還

し、かつ、受領した手付の倍額を買主に現実に提供することにより、契約を

解除することができる。  

 

4.同一の不動産について二重に売買契約が締結された場合、譲受人相互

間においては、所有権移転登記の先後にかかわらず、原則として、売買契

約を先に締結した者が当該不動産の所有者となる。 

 

 

  



【答え】 
１．不適切 

不動産の売買契約は、必ずしも契約書がなければ効力が生じないわけでは

ありません。当事者双方の合意によれば口頭契約でも効力は生じます。 

ただし、口頭では証拠がなく争いになった際に不利になることがあるため、実

務上、契約書の作成が必要となります。 

 

2．適切 

共有物の全部を売却する場合は、共有者全員の同意が必要ですが、それぞ

れの持分だけであれば、第三者に自由に売却することは可能です。 

 

3．不適切 

解約手付 

買主側から解除

する場合 

買主は手付金を放棄することで、契約を解除するこ

とができます。 

売主側から解除

する場合 

売主は手付金の2倍の金額を渡すことで、契約を解

除することができます。 

※ただし、相手側が履行に着手した後(買主が売買代金を支払った・売主が

建築に着手した)は解除することができない。 

 

本問では、買主が代金の一部を支払った場合、履行に着手したことになるの

で、売主は、売買代金の2倍の金額を渡したとしても契約の解除はできませ

ん。 

 

4．不適切 

売買契約の先後は関係なく、所有権移転登記を先に備えた人が所有権を主

張できます。 

 

したがって正解は、2 

  



問題 44  

借地借家法に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。なお、本問

においては、同法第22条から第24条の定期借地権等以外の借地権を普通

借地権という。 

 

1.普通借地権の設定契約において、居住以外の用に供する建物の所有を

目的とする場合、期間の定めがないときは、存続期間は30年となるが、契約

で期間を50年と定めたときは、存続期間は50年となる。 

 

2.普通借地権の存続期間が満了した時点で借地上に建物が存在しない場

合、借地権者が借地権設定者に契約の更新を請求したときは、従前の契約

と同一の条件で契約は更新されたものとみなす。  

 

3.借地権者の債務不履行により普通借地権の設定契約が解除された場合、

借地権者は借地権設定者に対し、借地上の建物を時価で買い取るべきこと

を請求することができる。  

 

4.借地権者は、普通借地権について登記がされていない場合において、当

該土地上に借地権者の名義で登記がされている建物が滅失したときは、滅

失後3年以内にその旨を当該土地上の見やすい場所に掲示すれば、当該

借地権を第三者に対抗することができる。 

 

 

  



【答え】 
１．適切 

 普通借地権 

契約の存続期間 30年以上 

・30年未満で定めた場合→30年 

・期間を定めなかった場合→30年 

更新 ・最初の更新 20年以上 

・2回目以降 10年以上 

利用目的 制限なし 

契約方法 制限なし(書面でなくてもOK) 

 

30年以上で存続期間を定めることも可能で、契約で期間を50年と定めたとき

は、存続期間は50年となります。 

 

2．不適切 

借地人が更新請求による更新は、借地上の建物ある場合に限り、契約を更

新したものとみなされます。 

 

3．不適切 

借地権者の債務不履行により契約を解除された場合は、借地権者は借地権

設定者に対して、建物の買い取るべきことを請求することができません。 

 

4．不適切 

借地権者は、借地権の登記がなくても、自分名義の登記された建物を所有

していれば、第三者に対抗できますが、建物が滅失した場合でも、借地上の

見やすい場所に所定事項を掲示すれば、建物が滅失から2年間は第三者に

対抗できます。 

 

 

したがって正解は、1 

  



問題 45  

都市計画区域および準都市計画区域内における建築基準法の規定に関す

る次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

1.建築物の敷地は、原則として、建築基準法に規定する道路に2m以上接し

ていなければならない。  

 

2.敷地の前面道路の幅員が12m未満である建築物の容積率は、原則とし

て、「都市計画で定められた容積率」と「前面道路の幅員に一定の数値を乗

じて得たもの」とのいずれか低い方が上限となる。  

 

3.商業地域、工業地域および工業専用地域においては、地方公共団体の

条例で日影規制(日影による中高層の建築物の高さの制限)の対象区域とし

て指定することができない。  

 

4.第二種低層住居専用地域においては、高さが8mを超える建築物を建築す

ることはできない。 

 

 

  



【答え】 
１．適切 

建築基準法で定める建築物の敷地は、幅員4m以上の道路に2m以上接して

いなければなりません。これを接道義務と言います。 

 

 

2．適切 

[前面道路の幅員による容積率] 

●前面道路の幅員が12m以上の場合の容積率は「指定容積率」となります。 

 

●前面道路の幅員が12m未満の場合の容積率 

住居系用途地域・・・前面道路の幅員×4/10 

その他の用途地域・・前面道路の幅員×6/10 

12m未満の場合は、「指定容積率」と「前面道路の幅員×法定乗数(4/10また

は6/10)」のいずれか、小さい方が限度となります。 

 

 

3．適切 

日影規制は、日が全く当たらないことがないように、建物の高さを制限する規

制です。 

商業地域、工場地域、工場専用地域の建築物は適用されません。 

 

 

4．不適切 

[低層住居専用地域等内の制限] 

第1種・第2種低層住居専用地域、田園住居地域では原則として、建築物の

高さは、10mまたは12mのうち、都市計画法で定められた高さの限度を超える

ことはできません。(建築物の絶対高さ制限) 

 

 

したがって正解は、4 

  



問題 46  

建物の区分所有等に関する法律に関する次の記述のうち、最も適切なもの

はどれか。 

 

1.管理者は、少なくとも毎年1回、集会を招集しなければならない。  

 

2.集会の招集の通知は、原則として、開催日の少なくとも1ヵ月前までに、会

議の目的たる事項を示して各区分所有者に発しなければならない。  

 

3.形状または効用の著しい変更を伴わない共用部分の変更を行うために

は、原則として、区分所有者および議決権の各4分の3以上の多数による集

会の決議が必要である。  

 

4.集会の決議は、原則として、当該決議後に区分所有権を譲り受けた者に

対して、その効力を有しない。 

 

  



【答え】 
１．適切 

管理者は、毎年1回以上、集会を招集する必要があります。 

 

 

2．不適切 

集会の招集の通知は、開催日の少なくとも、一週間前までに通知する必要

があります。 

 

 

3．不適切 

[集会の決議要件] 

集会の招集 1/5以上 

一般的事項 過半数の賛成 

規約の設定、変更、廃止など 4分の3以上の賛成 

建替え 5分の4以上の賛成 

 

形状または効用の著しい変更に伴う変更は4分の3以上の多数が必要です

が、形状または効用の著しい変更に伴わない変更は、区分所収者及び議決

権の過半数以上の多数が必要です。 

 

 

4．不適切 

集会の決議は、原則として、当該決議後に区分所有権を譲り受けた人に対

しても、効力を有します。 

 

 

したがって正解は、1 

  



問題 47  

不動産の取得に係る税金に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれ

か。 

 

1.不動産取得税は、相続や贈与により不動産を取得した場合は課されな

い。  

 

2.一定の要件を満たす戸建て住宅(認定長期優良住宅を除く)を新築した場

合、不動産取得税の課税標準の算定に当たっては、1戸につき最高1,200万

円を価格から控除することができる。  

 

3.所有権移転登記に係る登録免許税の税率は、登記原因が相続による場

合の方が贈与による場合に比べて高くなる。  

 

4.登録免許税は、建物を新築した場合の建物表題登記であっても課される。 

 

  



【答え】 
１．不適切 

個人が相続により不動産を取得した場合は、不動産取得税が課されません

が、個人が贈与で不動産を取得した場合は、登録免許税や不動産取得税

がかかります。 

 

 

2．適切 

不動産取得税とは、土地や建物を買ったときにかかる地方税のことです。新

築住宅を取得（増改築を含む）する場合、床面積が50㎡以上240㎡以下（貸

家の場合40㎡以上）の住宅（特例適用住宅）であれば、1戸につき1,200万円

を課税標準から控除することができます（認定長期優良住宅については、一

戸につき1,300万円）。 

 

 

3．不適切 

所有権移転登記の登録免許税の税率は、登記原因が贈与・交換・収用等に

よる場合は1,000分の20（2％）、相続による場合は1,000分の4（0.4％）です。 

相続の方が贈与よりも低くなっています。 

 

 

4．不適切 

登録免許税とは、住宅を購入するときには、土地や建物に買った人の所有

権（権利部甲区：所有権に関する事項）を登記する手続きの際に国に納める

税金のことです。 

よって、登記記録の表題部を作成するための表題登記には、登録免許税は

課税されません。 

 

 

したがって正解は、2 

  



問題 48  

個人が土地を譲渡した場合における譲渡所得の金額の計算に関する次の

記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

1.土地の譲渡に係る所得については、その土地を譲渡した日の属する年の1

月1日における所有期間が10年以下の場合には短期譲渡所得に区分され

る。 

 

2.土地の譲渡に係る所得が短期譲渡所得に区分される場合、課税短期譲

渡所得金額に対し、所得税 (復興特別所得税を含む)30.63%、住民税9%の

税率で課税される。 

 

3.取得費が不明または実際の取得費が譲渡収入金額の5%相当額を下回る

場合、譲渡所得の金額の計算上、譲渡収入金額の5%相当額を取得費とする

ことができる。 

 

4.相続(限定承認に係るものを除く)により取得した土地を譲渡した場合、その

土地の所有期間を判定する際の取得の日は、被相続人の取得時期がその

まま相続人に引き継がれる。 

  



【答え】 
１．不適切 

譲渡した不動産の所有期間が5年以下の場合、短期譲渡所得となります。 

譲渡した不動産の所有期間が5年以上の場合、長期譲渡所得となります。 

 

 

2．適切 

土地・建物の譲渡所得は、譲渡した年の１月１日に、所有期間が 

5年を超える場合は長期譲渡所得(税率20.315%)、5年以下の場合は短期譲

渡所得(税率39.63%)となります。 

 

 

 

3．適切 

地・建物の譲渡所得の金額の計算上、取得費が不明な場合、また実際の取

得費が譲渡収入金額の5%相当額を下回る場合は概算取得費として譲渡収

入金額の5%相当額を取得費とすることができます。  

 

 

 

4．適切 

贈与・相続により財産を取得した場合、その取得日はそのまま引き継ぐことに

なります。 

 

 

したがって正解は、1 

 

  



問題 49  

不動産の有効活用の手法の一般的な特徴に関する次の記述のうち、最も不

適切なものはどれか。 

 

1.事業受託方式は、土地の有効活用の企画、建設会社の選定や当該土地

上に建設された建物の管理・ 運営等をデベロッパーに任せ、建設資金の調

達や返済は土地所有者が行う方式である。 

 

2.等価交換方式は、土地所有者とデベロッパーの共同事業として、土地所

有者が土地を出資し、デベロッパーが建設資金を出資して建物を建て、それ

ぞれの出資比率に応じて土地や建物を取得する方 式である。 

 

3.建設協力金方式では、土地所有者が土地の上に建物を建てる際に、事業

者が土地所有者に資金を提供するため、当該建物の所有名義は事業者と

なる。 

 

4.定期借地権方式では、土地所有者は土地を一定期間貸し付けることにより

地代収入を得ることができ、当該土地上に建設される建物の建設資金を負

担する必要がない。 

 

 

  



【答え】 
１．適切 

事業受託方式 
(業者に任せる) 

概要 デベロッパーと呼ばれる不動産開発者に、計画や工事、管

理を受託する方式。 

※資金調達は土地の所有者が行う。 

メリット ・専門知識は不要 

・自分の土地を手放さずに、有効活用できる。 

デメリット デベロッパーに報酬を支払うことになり、建設工事費用の負

担が大きくなる。 

 

2．適切 

等価交換方式 
(土地を譲渡し、譲渡した分だけ建設後の建物を受け取る) 

概要 所有者が土地を譲渡し、デベロッパーが建物を建設し(デ

ベロッパーが建設資金を負担)、土地と完成後の建物の所

有権を、お互いの資金提供割合に応じて分ける方法。 

・全部譲渡方式と部分譲渡方式がある※ 

メリット ・資金調達をしなくて済む 

・土地の譲渡により、借入金等の資金負担がほとんどない。 

デメリット 土地の一部を手放し、建物完成後、土地をデベロッパーと

共有することになる。 

 

 

  



3．不適切 

建設協力金方式 
(入居予定のテナントに建物の建設費を出してもらう方式) 

概要 建物は土地所有者が建設し、その建物に入居予定のテナン

トから貸与された保証金等を建設資金の一部または全部に

充当して建物を建設する方式。建設完了後、テナントから保

証金を差し引いた賃料を受け取る。 

メリット ・テナントが利用する部分の建設費の半額から全額を負担す

る分、自己資金や借入を抑えることができる。 

・テナントが中途解約した場合には、一般的に保証金の返済

義務がなくなる。 

デメリット ・テナントが撤退したとき、残された建物の処理が複雑。 

 

当該建物の所有名義は、事業者ではなく、土地所有者となります。 

 

 

4．適切 

定期借地権方式 
(一定期間土地を貸して、その地代を得る方式) 

概要 土地を一定期間貸し付けることにより地代収入を得ることが

できる方式 

メリット 資金負担や手間がかからない 

デメリット 相続税が課税される場合、他の方法と比べると評価額が高

くなる 

 

したがって正解は、3 

  



問題 50  

不動産の投資判断の手法等に関する次の記述のうち、最も適切なものはど

れか。 

 

1.DCF法は、連続する複数の期間に発生する総収入および復帰価格を、そ

の発生時期に応じて現在価値に割り引き、それぞれを合計して対象不動産

の収益価格を求める手法である。 

 

2.NPV法(正味現在価値法)による投資判断においては、対象不動産から得

られる収益の現在価値の合計額が投資額の現在価値の合計額を上回って

いる場合、その投資は投資適格であると判定する。 

 

3.借入金併用型の不動産投資において、レバレッジ効果が働いて自己資金

に対する収益率の向上が期待できるのは、借入金の金利が総投下資本に

対する収益率を上回っている場合である。 

 

4.NOI利回り(純利回り)は、対象不動産から得られる年間の総収入を総投資

額で除して算出される利回りであり、不動産の収益性を測る指標である。 

 

 

  



【答え】 
１．不適切 

ＤＣＦ法とは、各都市の総収益(総収入-必要経費)と、将来獲得できるキャッ

シュフローを割引現在価値に直すことで株式や不動産、事業の価値を算出

する方法です。 

本問では、総収益ではなく総収入とあるため不適切な説明となります。 

 

2．適切 

NPV法(正味現在価値法) 

投資不動産から得られる収益の現在価値の合計額が投資額の現在価値の

合計額を上回っているかどうかで投資の収益性を判断する方法 

NPV法は、資産が将来生み出す収益の現在価値を投資額よりも上回ってい

る場合に、その投資は有利であると判定できます。 

 

 

3．不適切 

借入金併用型の不動産投資において、総投下資本に対する収益率が借入

金の金利を上回っている場合に、レバレッジ効果が期待できます。 

本問では、借入金の金利と収益率が逆の説明となっているため、不適切とな

ります。 

 

4．不適切 

NOI利回りは、諸経費を考慮して計算するので、表面利回りと比べて、正確

性は高くなります。 

NOI利回り=純利益(年間賃料収入−諸経費)÷総投下額×100  

 

本問の説明は、表面利回りの説明となります。 

表面利回り=年間収入合計÷総投下資本×100 

 

したがって正解は、2 

 

  



問題 51  

民法上の贈与に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

1.定期贈与とは、贈与者が受贈者に対して定期的に財産を給付することを

目的とする贈与をいい、贈与者または受贈者のいずれか一方が生存してい

る限り、その効力を失うことはない。 

 

2.負担付贈与では、受贈者がその負担である義務を履行しない場合におい

て、贈与者が相当の期間を定めてその履行の催告をし、その期間内に履行

がない場合であっても、贈与者は、当該贈与の契約の解除をすることができ

ない。 

 

3.死因贈与では、民法の遺贈に関する規定が準用され、贈与者のみの意思

表示により成立し、贈与者の死亡によって効力が生じる。 

 

4.書面によらない贈与では、その履行前であれば、各当事者は合意がなくと

も契約の解除をすることができる。 

 

 

  



【答え】 
１．不適切 

定期贈与とは、定期の給付を行う贈与です。 

当事者のいずれかが死亡した場合には死亡した時に終了となり、相続人に

は引き継がれません。 

 

 

2．不適切 

負担付贈与契約とは、受贈者に一定の債務を負担させることを条件にした

財産の贈与をいいます。 

受贈者が義務を履行しない場合、贈与者から債務不履行を理由に解除でき

ます。 
 

受贈者が負担や義務を実行する前 贈与者から一方的に解除できる 

受贈者が負担や義務を一部でも実行し

た後 

贈与者から一方的に解除できな

い 

受贈者が負担や義務を実行しない 贈与者から債務不履行を理由

に解除できる 

贈与者と受贈者が合意すれば いつでも解除できる 

 

 

3．不適切 

死因贈与とは、贈与者と受贈者のお互いの合意により契約締結し、贈与者

の死亡により、効力が発生する贈与です。贈与者は贈与者の意思だけ(遺言

等)で撤回できます。なお、贈与者より受贈者の死亡が早い場合は効力を失

います。 

 

 

  



4．適切 

贈与契約とは当事者の一方が無償で自己の財産を相手方に与える意思表

示をし、相手方が受諾することで成立する契約です。 

契約には口頭と書面のどちらでも認められていますが、書面の方が効力はあ

ります。 

 

・書面による贈与契約：履行がなされていない場合、相手方の承諾がなけれ

ば、取り消すことができません。 

 

・書面によらない贈与契約：履行がなされていない場合、贈与者・受贈者の

どちらからでも取り消すことができます。 

 

 

 

 

したがって正解は、4 

 

 

  



問題 52  

親族等に係る民法の規定に関する次の記述のうち、最も不適切なものはど

れか。 

 

1.25歳以上の者は、配偶者を有していなくても、特別養子縁組により養親と

なることができる。  

 

2.特別養子縁組の成立には、原則として、養子となる者の父母の同意がなけ

ればならない。  

 

3.本人からみて、配偶者の妹は、2親等の姻族であり、親族に該当する。  

 

4.協議離婚後の財産分与について、当事者間に協議が調わない場合、当

事者は、原則として、家庭裁判所に対して協議に代わる処分を請求すること

ができる。 

 

 

 

  



【答え】 
１．不適切 

特別養子縁組の養親となるには、配偶者のいる25歳上の者があることが条

件です。 

養親となる夫婦の一方が25歳以上である場合は、もう一方は20歳以上であ

れば養親となることができます。 

また、普通養子縁組は、20歳以上であれば独身でも養親になることができま

す。 

 

 

2．適切 

特別養子縁組の成立は、養子となる者の実の父母の同意が必要です。 

 

 

3．適切 

親族の範囲は、「3親等内の姻族」「6親等内の血族」「配偶者」です。 

配偶者の兄弟姉妹は2親等の姻族なので親族に該当します。 

 

 

4．適切 

財産分与において、協議が調わないときは申し立て請求をすることで家庭裁

判所に判断をしてもらうことができます。 

 

 

したがって正解は、1 

  



問題 53  

贈与税の課税財産に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

1.死因贈与により取得した財産は、贈与税の課税対象とならない。  

 

2.離婚による財産分与として取得した財産は、その価額が婚姻中の夫婦の

協力によって得た財産の額等を考慮して、社会通念上相当な範囲内である

場合、原則として、贈与税の課税対象とならない。  

 

3.保険契約者(=保険料負担者)が母、被保険者が父、保険金受取人が子で

ある生命保険契約に基づき、父の死亡により子が受け取った死亡保険金

は、子が母から贈与により取得したものとして贈与 

税の課税対象となる。  

 

4.個人が法人からの贈与により取得した金品は、業務に関して受けるものお

よび継続的に受けるものを除き、贈与税の課税対象となる。 

 

 

  



【答え】 
１．適切 

死因贈与で取得した財産は、相続税の課税対象です。 

 

 

2．適切 

離婚した場合の財産分与では、社会通年上相当の範囲内であれば贈与税

がかかりません。 

 

 

3．適切 

生命保険の死亡保険金では、契約者、被保険者、受取人が異なる場合は、

契約者から受取人へ贈与があったとみなされ、贈与税の課税対象です。 

 

契約者 被保険者 受取人 対象となる税金 

A A 法定相続人 相続税（非課税枠適用あり） 

A A 法定相続人 相続税（非課税枠適用なし） 

A B A 所得税（一時所得） 

A B C 贈与税 

 

 

4．不適切 

贈与税は、個人から個人へ贈与があった場合に課されます。 

法人から個人へ受けた贈与は、贈与税の課税対象ではなく、雇用関係があ

れば給与所得、雇用関係がなければ一時所得として所得税が課税されま

す。 

 

 

したがって正解は、4 

 

  



問題 54  

贈与税の申告と納付に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

1.贈与税の申告書の提出期間は、原則として、贈与を受けた年の翌年2月16

日から3月15日までである。 

 

2.贈与税の申告書の提出先は、原則として、贈与者の住所地の所轄税務署

長である。  

 

3.贈与税の納付は、贈与税の申告書の提出期限までに贈与者が行わなけ

ればならない。  

 

4.贈与税の納付について認められる延納期間は、最長で5年である。 

 

 

  



【答え】 
１．不適切 

贈与税の提出期限は、贈与を受けた年の翌年2月1日から3月15日までで

す。 

本問の説明は、所得税の申告期限です。 

 

 

2．不適切 

贈与税の提出先は、受贈者の住所地の所管税務署長です。 

 

 

3．不適切 

贈与税の納付義務があるのは受贈者ですので、贈与税の申告書と納付を提

出しなければならないので、受贈者です。 

 

 

4．適切 

贈与税は一括での納付が原則ですが、贈与税額が10万円を超えており、金

銭納付が困難などの理由がある場合は最長5年間の延納が認められていま

す。 

 

 

 

したがって正解は、4 

 

  



問題 55  

遺産分割協議に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

1.遺産分割協議書は、民法で定められた形式に従って作成し、かつ、共同

相続人全員が署名・捺印していなければ無効となる。 

 

2.遺産分割協議書は、相続人が相続の開始があったことを知った日の翌日

から10ヵ月以内に作成し、家庭裁判所に提出しなければならない。 

 

3.遺産を現物分割する旨の遺産分割協議書を作成する際に、一定の場合を

除き、遺産の一部についてのみ定めた遺産分割協議書を作成することがで

きる。 

 

4.適法に成立した遺産分割協議については、共同相続人全員の合意があっ

たとしても、当該協議を解除し、再度、遺産分割協議を行うことはできない。 

 

  



【答え】 
１．不適切 

遺産分割協議書の形式は、定められた書式や作成の期限はありません。 

公正証書以外の書面によっても作成することができます。 

相続人全員の自署、実印押印、印鑑証明書が必要です。 

代償分割する場合は、遺産分割協議書に明記する必要があります。 

 

 

2．不適切 

遺産分割協議書は作成する義務や提出期限などはありません。 

 

 

3．適切 

遺産分割協議書を作成する場合、相続人全員が合意していれば、遺産の一

部について遺産分割協議が成立していないときであっても、遺産の一部だけ

を先に分割する一部分割も可能です。 

 

 

4．不適切 

相続人全員が合意していれば、成立した遺産分割協議の解除し、再度、遺

産分割協議を行うことは可能です。 

 

 

 

したがって正解は、3 

 

 

  



問題 56  

民法上の遺言に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

1.遺言は、満18歳以上の者でなければすることができない。  

 

2.公正証書遺言を作成した者は、その遺言を自筆証書遺言によって撤回す

ることはできず、公正証書遺言によってのみ撤回することができる。  

 

3.遺言による相続分の指定または遺贈によって、相続人の遺留分が侵害さ

れた場合、その遺言は無効となる。  

 

4.公正証書遺言を作成する場合において、遺言者の推定相続人は、証人と

して立ち会うことができない。 

 

  



【答え】 
１．不適切 

遺言は、満15歳以上かつ意思能力のある者であれば可能です。 

 

 

2．不適切 

遺言の撤回は、新しく作成した遺言で以前の遺言を撤回することは可能で

す。 

よって、公正証書遺言の記載内容を自筆証書遺言で撤回することは可能で

す。 

 

 

3．不適切 

遺言による遺産分割方法の指定や遺贈により相続人の遺留分が侵害された

場合でもその遺言は有効です。 

ただし、相続人が遺留分侵害請求権を行使した場合は、侵害された遺留分

については無効となります。 

 

 

4．適切 

公正証書遺言を作成する際には、証人２人以上の立会いが必要とされま

す。推定相続人や受贈者等は証人になれません。 

 

 

 

したがって正解は、4 

 

 

  



問題 57  

相続税の計算に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

1.法定相続人が相続の放棄をした場合、その放棄をした者の人数を「法定

相続人の数」に含めずに、相続税の計算における遺産に係る基礎控除額を

計算する。 

 

2.すでに死亡している被相続人の子を代襲して相続人となった被相続人の

孫は、相続税額の2割加算の対象とならない。 

 

3.相続開始時の法定相続人が被相続人の配偶者のみで、その配偶者がす

べての遺産を取得した場合、「配偶者に対する相続税額の軽減」の適用を受

ければ、相続により取得した財産額の多寡にかかわらず、配偶者が納付す

べき相続税額は生じない。  

 

4.「配偶者に対する相続税額の軽減」の適用を受けることができる配偶者

は、被相続人と法律上の婚姻の届出をした者に限られ、いわゆる内縁関係

にある者は該当しない。 

 

  



【答え】 
１．不適切 

相続税の計算上は、相続の放棄があった場合でも、放棄がなかったものとし

て、法定相続人の数に含めます。 

 

 

2．適切 

【相続税に2割加算】 

相続・遺贈により財産を取得した人が配偶者および被相続人の一親等の血

族以外の兄弟姉妹はその相続税額に2割相当額が加算されます。 

 

ただし、被相続人の孫が代襲相続する場合は、本来の被相続人の立場を代

襲するため、一親等の血族にあたり、相続税の2割加算の対象外となります。 

 

 

3．適切 

配偶者が相続・遺贈により取得した金額が1億6,000万円以下か法定相続分

相当額以下のいずれか少ない金額であれば相続税は課税されません 

相続人が配偶者のみである場合は、法定相続分は1(100%)となるため、取得

財産の多簿にかかわらず、相続税は課されません。 

 

 

4．適切 

配偶者の相続税軽減の対象となる配偶者は、被相続人と法律上の婚姻関

係を有するものに限られ、内縁関係のあるものは含まれません。 

 

 

したがって正解は、1 

  



問題 58  

相続税における上場株式および取引相場のない株式の評価に関する次の

記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

1.上場株式の価額は、その株式が上場されている金融商品取引所の公表す

る課税時期の最終価格と、その課税時期の属する月以前3ヵ月間の毎日の

最終価格の各月ごとの平均額のうちいずれか高い価額によって評価する。 

 

2.会社規模が小会社である会社の株式の価額は、純資産価額方式、または

類似業種比準方式と純資産価額方式の併用方式のいずれかによって評価

する。 

 

3.類似業種比準価額を計算する場合の類似業種の株価は、課税時期の属

する月以前3ヵ月間の各月の類似業種の株価のうち最も低いもの、または課

税時期の属する月以前3年間の類似業種の平均株価のいずれかを選択す

る。 

 

4.配当還元方式による株式の価額は、その株式の1株当たりの年配当金額

を5%の割合で還元した元本の金額によって評価する。 

 

  



【答え】 
１．不適切 

上場株式の相続税評価額は、いずれかのうち最も低いものになります。 

 

・相続があった日の終値                    

・相続があった月の毎日の終値の月平均額        

・相続があった月の前月の毎日の終値の月平均額    

・相続があった月の前々月の毎日の終値の月平均額 

 

本問では、「いずれか高い価額」となるので、不適切となります。 

 

 

2．適切 

類似業種比準方式と純資産価額方式は、併用選択可能です。 

 

 

3．不適切 

類似業種比準方式を計算する場合の類似業種株価は、「課税時期の属する

月以前3ヶ月間の各月」の類似業種の株価のうち最も低いものとなります。 

ただし、納税者の選択により「類似業種の前年平均株価」または「課税時期

の属する月以前2年間の平均株価」を採用できます。 

 

本問では「以前3年間の平均」は使用できないため、不適切となります。 

 

4．不適切 

配当還元方式とは、過去2年間の平均配当金額を10%の利率で還元して、元

本である株式の価額を求める方式です。 

 

 

したがって正解は、2 

 

  



問題 59 普通住宅地区に所在している下記<資料>の宅地の相続税評価額

(自用地評価額)として、最も適切なものはどれか。なお、記載のない事項に

ついては考慮しないものとする。 

  



【答え】 
路線価方式 

市街地的形態を形成する地域にある宅地を評価する方法です 

市街地内の宅地に面する道路ごとに定められた価額（路線価=1㎡あたりの

価額）を基礎として、利用単位である一区画の宅地ごとの面積を乗じて相続

税額を計算します。 

 

 

[計算式] 

宅地の自用地価額= 

路線価×敷地面積×奥行価格補正率×間口狭小補正率×奥行長大補正

率 

 

1,000千円×90㎡×1.00×0.97×0.98=85,554千円 

 

 

 

したがって正解は、1 

 

  



問題 60  

法人成り等に関する次の記述の空欄(ア)~(ウ)にあてはまる語句の組み合わ

せとして、最も適切なものはどれか。 

 

個人事業の場合、通常、利益は事業所得として他の所得と合算されて最高

( ア )%の超過累進税率による所得税の課税対象となるが、個人事業の法人

成りにより、法人に課される法人税は、原則として、比例税率となる。なお、資

本金の額が1億円以下の法人(適用除外事業者を除く)に 対する法人税の

税率は、軽減措置が適用される。2019年4月1日以後に開始する事業年度に

おいて、年800万円以下の所得金額からなる部分の金額については( イ )%

とされ、年800万円超の所得金額からなる部分の金額については( ウ )%とさ

れる。 

 

 

1.(ア)50  (イ)19.0  (ウ)15.0  

2.(ア)50  (イ)15.0  (ウ)19.0  

3.(ア)45  (イ)23.2  (ウ)15.0  

4.(ア)45  (イ)15.0  (ウ)23.2 

 

  



【答え】 
(ア) 

所得税の税率は、5%〜45%ですので、最高税率は45%です。 

 

 

(イ) 

資本金1億円以下の中小法人の場合は所得金額800万円までは15%です。 

 

 

(ウ) 

資本金1億円以下の中小法人の場合は所得金額800万円を超える部分に対

しては、23.2%の法人税が課されます。 

 

 

 

 

 

したがって正解は、4 

 

 

-終- 

 


